
大分類 中分類 小分類 大分類 中分類 小分類
分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

● 1

土地（補充）

課税台帳（閲

覧用）

5

住所又

は所在

地

修正

納税義

務者情

報

住所又

は所在

地

納税義

務者情

報

住所又

は所在

地

次のいずれかの対応を求

める。

・「実装してもしなくて

も良い項目」に変更

・備考欄に納税義務者本

人以外の閲覧請求時には

非表示

納税義務者の住所又は所在地は、登記簿上の住所では

なく、実際の住所データが登録されると考えられると

ころ、地方税法の規定により、課税台帳は納税義務者

本人以外の者が閲覧可能である。プライバシー保護の

観点から、単に「実装すべき項目」にはせずに、左記

のいずれかの対応を行う必要がある。

異なる

（新規

意見

等）

●

【全団体】

納税義務者以外の者からの証明書等閲覧及び交付の申請があった場合に、納税義務者

の住所及び所在地について表示されてしまうことを防ぐため、機能要件「各種証明書

発行機能」に、以下の出力設定を「実装してもしなくても良い機能」として要件化い

たしますが、よろしいでしょうか。

＜出力設定＞

・各種証明書等を発行する際に、帳票上の宛名（氏名・住所）について、印字せず出

力できること。

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

証明書の発行は本人または、

委任条を持った代理人となって

いることから、無関係な第3者

に証明書等が発行されることは

無い。DV等支援措置対象の

ケースについては、発行時に対

象の確認が行えれば、宛名欄

を空欄での発行する必要は無

い。

一枚に複数明細（物件）が

出力される一覧表形式の帳

票について、閲覧用の帳票に

ついてはあらかじめ、登記名義

人や義務者の氏名住所を印

字対象から除いてしまう方が良

いと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

当市では、課税台帳の所有

者住所は登記時の住所で変

更せず、その後の住所変更等

は納税義務者情報として保持

しているため、現住所の表示に

はならない想定。しかし、要支

援者（DV被害者）のケース

の場合はいずれにしろ表示しな

い方が良いと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

概ね賛成ですが、可能であれ

ば「印字せず出力、または登記

簿上の住所を印字して出力で

きること。」と、することを提案い

たします。

※登記簿上の住所は公開情

報として認識しております。また

住所が印字されていないことに

対する説明を求められたとき

に、明確な根拠がないと思われ

ます。（地方税法第381条

１項など）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

・他の証明書等について

も同機能によって、印字し

ない設定とできること。

・住所と氏名は別々に設

定できること。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

実装した場合、印字しない

（空欄）で良いかどうかと備

考欄への記載有無・内容につ

いて確認が必要。

■事務局方針

I市及びK市の意見を踏まえて以下のとおりとする。

・「住所又は氏名について印字せず出力・又は登記情報を

印字して出力できること。」

＊他の外部帳票についても同様とする。

（A市）

納税義務者以外の者（借地人、借家人など）も証明書を

申請できるため、本機能が必要であると考えます。

意見の後段部分について、具体的にご教示ください。

（G市）

支援対象者以外からの請求があった場合は、住所欄を記載

省略として発行する想定です。

（業務共通要件　1.3.1.[支援対象者への発行抑止])

51 共有者氏名表
共有者

番号
追加 共通

共有情

報

共有者

番号

共有者の宛名番号　を

記載することで宛名の特

定が可能

共有者の宛名番号　を　記載することで宛名の特定が

可能

異なる

（新規

意見

等）

●

【全団体】

　機能要件4.1.2の「宛名情報」で管理している「宛名番号（共有構成員の宛名番

号）」を帳票No.51「共有者氏名表」に印字する必要があるか伺います。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

コードが印字されている方が検

索し易いとの意見に同意しま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

印字されれば便利かと考えま

す。

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

基本的には内部の情報管理

のために使用する番号のため、

共有者氏名表等の帳票には

印字不要。

4.そ

の

他

印字する必要ありません。 2.

否

（

考え

が

異

な

る）

宛名番号については個人を特

定する事につながり得る情報で

あるため、内部帳票であれば

差し支えないが、外部帳票とし

ては印字すべきではないと考え

ます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

共有者個人の宛名番号を本

人が知りうる状況でなければ表

示する必要性は感じない。共

有者氏名表への宛名番号は

不要と考える。

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

なくてもよい 2.

否

（

考え

が

異

な

る）

不要 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

必須とは考えません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

帳票の用途不明のため回答を

保留、内部資料であれば必要

だと思われる

必要：（４団体）A市、B市、F市、J市

不要：（７団体）C市、D市、E市、G市、H市、I市、K市

事務局方針

個人を特定しうる情報であるため、外部帳票には印字しない

方が良いという意見が多数を占めるため不要と考えておりま

す。

（A市、B市、F市、J市）

上記方針でよろしいかお伺いします。

62
更正価格決定

通知書
17

送付先

の郵便

番号

追加

71_納税通知書（土地・

家屋・償却資産）の

No.24と同様

カスタマーバーコードが出力項目にあり、住民等への

送付が想定されます。他帳票に項目があるため、統一

を図った方が良いと考えます。

異なる

（新規

意見

等）

●

　意見団体からは、カスタマーバーコードが印字されている帳票は、住民等への送付

が想定されるため、郵便番号の印字も必要であるとの意見をいただいております。つ

きましては、貴団体で使用している帳票へのカスタマーバーコード及び郵便番号の印

字の状況を回答していただき、回答結果を基にカスタマーバーコード及び郵便番号の

印字の必要性について、事務局で検討いたします。

【全団体】

　以下帳票の中で、カスタマーバーコード及び郵便番号を印字しているものを教えて

ください。その際は、どちらも印字しているのか、又は一つだけ印字しているのかど

うかもお答えください。

・納税通知書（帳票No.71～73）

・課税明細書（帳票No.74）

・償却資産の申告案内（帳票No.31、32）

・申告はがき（帳票No.33）

・償却資産の申告について（帳票No.36～38）

・更正価格決定通知書（帳票No.62）

・更正賦課決定通知書（帳票No.63）

【回答例】

・納税通知書：どちらも印字している。

・課税明細書：カスタマーバーコードのみ

・償却資産の申告案内：郵便番号のみ

・申告はがき：どちらも印字していない。

4.そ

の

他

・納税通知書（帳票No.71

～73）：どちらも印字してい

る

・課税明細書（帳票

No.74）：どちらも印字してい

る

・償却資産の申告案内（帳

票No.31、32）：作成してい

ない

・申告はがき（帳票

No.33）：作成していない

・償却資産の申告について

（帳票No.36～38）：作

成していない

・更正価格決定通知書（帳

票No.62）：どちらも印字し

ている

・更正賦課決定通知書（帳

票No.63）：どちらも印字し

ている

4.そ

の

他

・納税通知書：どちらも印字し

ている。

・課税明細書：どちらも印字し

ている。（厳密には、納税通

知書と一対になっており、課税

明細書にはどちらも印字してい

ない。）

・償却資産の申告案内：どち

らも印字していない。

・申告はがき：帳票なし

・償却資産の申告について：

郵便番号のみ

・更正価格決定通知書：どち

らも印字している。

・更正賦課決定通知書：どち

らも印字している。

4.そ

の

他

・納税通知書：どちらも印字し

ている。

・課税明細書：どちらも印字し

ていない。

・償却資産の申告案内：どち

らも印字している。

・申告はがき：申告はがき自

体を使用していない。

・償却資産の申告について：ど

ちらも印字していない。

・更正価格決定通知書：どち

らも印字している。

・更正賦課決定通知書：どち

らも印字している。

4.そ

の

他

・納税通知書：どちらも印字し

ている。

・課税明細書：納税通知に

同封しており、どちらも印字して

いる。

・償却資産の申告案内：郵

便番号のみ

・申告はがき：申告はがき制

度を運用していない。

・償却資産の申告について：

償却資産の申告案内に同封

しており、郵便番号のみ。

・更正価格決定通知書：郵

便番号のみ

・更正賦課決定通知書：郵

便番号のみ

・納税通知書：どちらも印字し

ている。

・課税明細書：どちらも印字し

ている。

償却資産の申告案内：郵便

番号のみ

・申告はがき：どちらも印字し

ている

・償却資産の申告について：

郵便番号のみ

・更正価格決定通知書：郵

便番号のみ

・更正賦課決定通知書：郵

便番号のみ

1.

諾

（

大

筋

OK

）

納税通知書：どちらも印字

課税明細書：カスタマーバー

コードのみ

償却資産の申告案内：郵便

番号のみ

申告はがき：郵便番号のみ

償却資産の申告について：郵

便番号のみ

更正価格決定通知書：郵便

番号のみ

更正賦課決定通知書：郵便

番号のみ

・納税通知書：どちらも印字

・課税明細書：郵便番号の

み

・償却資産の申告案内：郵

便番号のみ

・申告はがき：当市では送付

していない帳票

・償却資産の申告について：

郵便番号のみ

・更正価格決定通知書：郵

便番号のみ

・更正賦課決定通知書：郵

便番号のみ

・納税通知書（帳票No.71

～73）　どちらも印字している

・課税明細書（帳票

No.74）どちらも印字している

・償却資産の申告案内（帳

票No.31、32）該当帳票な

し

・申告はがき（帳票No.33）

該当帳票なし

・償却資産の申告について

（帳票No.36～38）どちらも

印字している

・更正価格決定通知書（帳

票No.62）どちらも印字してい

る

・更正賦課決定通知書（帳

票No.63）どちらも印字してい

る

・納税通知書（帳票No.71

～73）：どちらも印字してい

る。

・課税明細書（帳票

No.74）：郵便番号のみ

・償却資産の申告案内（帳

票No.31、32）：どちらも印

字していない。※32は未使用

・申告はがき（帳票

No.33）：※未使用

・償却資産の申告について

（帳票No.36～38）：未

使用

・更正価格決定通知書（帳

票No.62）：郵便番号のみ

・更正賦課決定通知書（帳

票No.63）：郵便番号のみ

・納税通知書・課税明細書：

どちらも印字している

・償却資産の申告案内・申告

はがき・更正価格決定通知

書・更正賦課決定通知書：

郵便番号のみ

・償却資産の申告について：

使用なし

どちらも印字している

・納税通知書

・償却資産の申告案内

・償却資産の申告はがき

郵便番号のみ

・償却資産の申告につい

て

・更生価格決定通知書

・更生賦課決定通知書

どちらも印字していない

・課税明細書

団体への調査依頼 別シートで整理

K市 地方税共同機構

事務局意見

G市 H市 I市 J市B市 C市 D市 E市 F市

事前確認事項

A市
前回照会

時の意見

と同一か

異なるか

の別

WT

対象
理由（具体的に）

政令

市の

別

帳票

NO.
帳票名

印字項

目NO.

小分類

名

追加･

修正･

削除

の別

修正前（表示項目） 修正後（表示項目） 項目の詳細（追加の場

合）



A市 B市 C市 D市 E市 F市 G市 H市 I市 J市 K市

どち

らも

印字

郵便

番号

のみ

カスタ

マー

バー

コード

のみ

どち

らも

印字

して

いな

帳票

自体

の利

用無

し

仕様

反映
事務局意見

・納税通知書（帳票No.71～73） どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 11 0 0 0 0

反映す

る
どちらも印字することといたしま

す。

・課税明細書（帳票No.74） どちらも印字 どちらも印字
どちらも印字し

ていない
どちらも印字 どちらも印字

カスタマーバー

コードのみ
郵便番号のみ どちらも印字 郵便番号のみ どちらも印字

どちらも印字し

ていない
6 2 1 2 0

要検討

・償却資産の申告案内（帳票No.31、32）
帳票自体の利用

無し

どちらも印字し

ていない
どちらも印字 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ

帳票自体の利用

無し

どちらも印字し

ていない
郵便番号のみ どちらも印字 2 5 0 2 2

要検討

・申告はがき（帳票No.33）
帳票自体の利用

無し

帳票自体の利用

無し

帳票自体の利用

無し

帳票自体の利用

無し
どちらも印字 郵便番号のみ

帳票自体の利用

無し

帳票自体の利用

無し

帳票自体の利用

無し
郵便番号のみ どちらも印字 2 2 0 0 7

要検討

・償却資産の申告について（帳票No.36～38）
帳票自体の利用

無し
郵便番号のみ

どちらも印字し

ていない
郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ どちらも印字

帳票自体の利用

無し

帳票自体の利用

無し
郵便番号のみ 1 6 0 1 3

要検討

・更正価格決定通知書（帳票No.62） どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ どちらも印字 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ 4 7 0 0 0

要検討

・更正賦課決定通知書（帳票No.63） どちらも印字 どちらも印字 どちらも印字 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ どちらも印字 郵便番号のみ 郵便番号のみ 郵便番号のみ 4 7 0 0 0

要検討

事前確認事項 A市 B市 C市 D市 E市 F市 G市 H市 I市 J市 K市

　意見団体からは、カスタマーバーコードが印字されている帳票は、住民等への送付が想定

されるため、郵便番号の印字も必要であるとの意見をいただいております。つきましては、

貴団体で使用している帳票へのカスタマーバーコード及び郵便番号の印字の状況を回答して

いただき、回答結果を基にカスタマーバーコード及び郵便番号の印字の必要性について、事

務局で検討いたします。

【全団体】

　以下帳票の中で、カスタマーバーコード及び郵便番号を印字しているものを教えてくださ

い。その際は、どちらも印字しているのか、又は一つだけ印字しているのかどうかもお答え

ください。

・納税通知書（帳票No.71～73）

・課税明細書（帳票No.74）

・償却資産の申告案内（帳票No.31、32）

・申告はがき（帳票No.33）

・償却資産の申告について（帳票No.36～38）

・更正価格決定通知書（帳票No.62）

・更正賦課決定通知書（帳票No.63）

【回答例】

・納税通知書：どちらも印字している。

・課税明細書：カスタマーバーコードのみ

・償却資産の申告案内：郵便番号のみ

・申告はがき：どちらも印字していない。

・納税通知書（帳

票No.71～73）：

どちらも印字している

・課税明細書（帳

票No.74）：どちら

も印字している

・償却資産の申告

案内（帳票

No.31、32）：作

成していない

・申告はがき（帳票

No.33）：作成し

ていない

・償却資産の申告に

ついて（帳票

No.36～38）：作

成していない

・更正価格決定通

知書（帳票

No.62）：どちらも

印字している

・更正賦課決定通

知書（帳票

No.63）：どちらも

印字している

・納税通知書：どち

らも印字している。

・課税明細書：どち

らも印字している。

（厳密には、納税

通知書と一対になっ

ており、課税明細書

にはどちらも印字して

いない。）

・償却資産の申告

案内：どちらも印字

していない。

・申告はがき：帳票

なし

・償却資産の申告に

ついて：郵便番号

のみ

・更正価格決定通

知書：どちらも印字

している。

・更正賦課決定通

知書：どちらも印字

している。

・納税通知書：どち

らも印字している。

・課税明細書：どち

らも印字していない。

・償却資産の申告

案内：どちらも印字

している。

・申告はがき：申告

はがき自体を使用し

ていない。

・償却資産の申告に

ついて：どちらも印

字していない。

・更正価格決定通

知書：どちらも印字

している。

・更正賦課決定通

知書：どちらも印字

している。

・納税通知書：どち

らも印字している。

・課税明細書：納

税通知に同封してお

り、どちらも印字して

いる。

・償却資産の申告

案内：郵便番号の

み

・申告はがき：申告

はがき制度を運用し

ていない。

・償却資産の申告に

ついて：償却資産

の申告案内に同封

しており、郵便番号

のみ。

・更正価格決定通

知書：郵便番号の

み

・更正賦課決定通

知書：郵便番号の

み

・納税通知書：どち

らも印字している。

・課税明細書：どち

らも印字している。

償却資産の申告案

内：郵便番号のみ

・申告はがき：どちら

も印字している

・償却資産の申告に

ついて：郵便番号

のみ

・更正価格決定通

知書：郵便番号の

み

・更正賦課決定通

知書：郵便番号の

み

納税通知書：どちら

も印字

課税明細書：カスタ

マーバーコードのみ

償却資産の申告案

内：郵便番号のみ

申告はがき：郵便

番号のみ

償却資産の申告に

ついて：郵便番号

のみ

更正価格決定通知

書：郵便番号のみ

更正賦課決定通知

書：郵便番号のみ

・納税通知書：どち

らも印字

・課税明細書：郵

便番号のみ

・償却資産の申告

案内：郵便番号の

み

・申告はがき：当市

では送付していない

帳票

・償却資産の申告に

ついて：郵便番号

のみ

・更正価格決定通

知書：郵便番号の

み

・更正賦課決定通

知書：郵便番号の

み

・納税通知書（帳

票No.71～73）

どちらも印字している

・課税明細書（帳

票No.74）どちらも

印字している

・償却資産の申告

案内（帳票

No.31、32）該当

帳票なし

・申告はがき（帳票

No.33）該当帳票

なし

・償却資産の申告に

ついて（帳票

No.36～38）どち

らも印字している

・更正価格決定通

知書（帳票

No.62）どちらも印

字している

・更正賦課決定通

知書（帳票

No.63）どちらも印

字している

・納税通知書（帳

票No.71～73）：

どちらも印字してい

る。

・課税明細書（帳

票No.74）：郵便

番号のみ

・償却資産の申告

案内（帳票

No.31、32）：ど

ちらも印字していな

い。※32は未使用

・申告はがき（帳票

No.33）：※未使

用

・償却資産の申告に

ついて（帳票

No.36～38）：未

使用

・更正価格決定通

知書（帳票

No.62）：郵便番

号のみ

・更正賦課決定通

知書（帳票

No.63）：郵便番

号のみ

・納税通知書・課税

明細書：どちらも印

字している

・償却資産の申告

案内・申告はがき・

更正価格決定通知

書・更正賦課決定

通知書：郵便番号

のみ

・償却資産の申告に

ついて：使用なし

どちらも印字して

いる

・納税通知書

・償却資産の申

告案内

・償却資産の申

告はがき

郵便番号のみ

・償却資産の申

告について

・更生価格決定

通知書

・更生賦課決定

通知書

どちらも印字して

いない

・課税明細書

（郵便番号のみとしている団体）

一括で大量に送付する場合、郵送料

削減のためにカスタマーバーコード

も印字したほうがよいと考えます

が、よろしいでしょうか。

＊カスタマーバーコードの印字ス

ペースは設けますが、各団体で印字

しないこともできます。



＃ 団体名 機能要件の項目番号 機能の概要 理由 仕様反映 事務局意見

1

A市 6.1.3. 合併等に伴う不均一課税の管理 合併時に旧市町村ごとに税率を管理する機能が都市計画税の場合必要となるため、明

記したほうが良いと考える。

要検討 （A市）

本機能の必要性について、具体的な例示とと

もにWTでご説明願います。

2

A市 1.2.10. 土地の都市計画税を物件単位で課税・非課税

で設定できる機能。

線引きの有無以外に課税有無も併せて管理できる必要がある。

なお、市街化区域では無くても上下水道の設置状況で、都市計画税を課税するケース

があると承知しています。

要検討 （A市）

本機能の必要性について、具体的な例示とと

もにWTでご説明願います。

3

A市 1.2.10. 年度ごとに市町村全体としての都市計画税課

税有無を設定する機能

①市街化区域の線引きをおこない都市計画税課税

②市街化区域の線引きをおこなわず都市計画税課税

③市街化区域の線引きをおこない都市計画税非課税

④市街化区域の線引きをおこなわず都市計画非税課税

なお、物件単位でも都市計画税の課税有無が設定できる必要があるが、都市計画税の

課税を辞めた時に全資産一括でのメンテナンスは手間がかかるため、課税有無のおお

もとの設定管理が必要だと考えます。

要検討 （A市）

本機能の必要性について、具体的な例示とと

もにWTでご説明願います。

4

A市 2.2.13. 家屋の都市計画税を物件単位で課税・非課税

で設定できる機能。

線引きの有無以外に課税有無も併せて管理できる必要がある。

なお、市街化区域では無くても上下水道の設置状況で、都市計画税を課税するケース

があると承知しています。

要検討 （A市）

本機能の必要性について、具体的な例示とと

もにWTでご説明願います。

5

A市 2.2.13. 年度ごとに市町村全体としての都市計画税課

税有無を設定する機能

①市街化区域の線引きをおこない都市計画税課税

②市街化区域の線引きをおこなわず都市計画税課税

③市街化区域の線引きをおこない都市計画税非課税

④市街化区域の線引きをおこなわず都市計画非税課税

なお、物件単位でも都市計画税の課税有無が設定できる必要があるが、都市計画税の

課税を辞めた時に全資産一括でのメンテナンスは手間がかかるため、課税有無のおお

もとの設定管理が必要だと考えます。

要検討 （A市）

本機能の必要性について、具体的な例示とと

もにWTでご説明願います。

6

I市 5.1 新規 都市計画税のみ非課税とする。 地方税法第702条の２ １項の適用による非課税 反映しない 非課税類型マスタを作成いただき、各課税台

帳に設定することで対応可能になると考えま

す。（納税義務者ごとの一括設定機能あり）

7

K市 ７．１．１ 減免類型マスタ管理 固定資産税と都市計画税で別途管理できること（種類によっては固定資産税のみの減

免もあるため）

反映しない ※税率等も含め、それぞれ別に管理できるこ

ととする想定です。

5/27(木)に実施したWTにおいてご説明いたしましたことについて、照会させていただきます。

【事務局方針】

都市計画税に係る機能については、利用しない団体も多数見込まれることから、「実装してもしなくても良い機能」として要件化しております。

なお、都市計画税の機能を固定資産税の機能と明確に書き分ける必要があるものはなく、標準仕様書に「都市計画税の機能については、固定資産税の機能要

件の例によるものとする。」と記載する方針です。

【都市計画税を賦課している団体宛の照会】

標準仕様書で要件化する機能のうち、固定資産税の機能と明確に書き分ける必要性がある都市計画税の機能がありましたら教えてください。

（都市計画税賦課業務のために必要で、固定資産税賦課業務においては不要である機能の例）

教えていただいた機能については、本WTにおいて検討し、必要に応じて「固定資産税の機能と明確に書き分ける機能」として要件化いたします。



分類 詳細ご回答欄 分類
詳細ご回答

欄
分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄 分類 詳細ご回答欄

1

【事務局方針及び質問①】

　帳票No.62に「更正前後の課税標準額」や「更正前後の税額」な

どの情報を追加し、評価額の更正があった際には、帳票No.62のみ

出力すれば納税義務者へ更正した内容を通知できる帳票を要件化し

ようと考えております。

　帳票No.62及びNo.63の取扱いについて、貴団体の意見を伺いま

す。

①帳票No.62に情報を集約し、帳票No.63は削除してよい。

②帳票No.62とは別に、帳票No.63を要件化すべき。（その理由）

② 帳票No62に資産情報を集約

することは同意します。た

だし、帳票No63は賦課更正

の税額等の更正前後につい

ても表示していることか

ら、帳票No63を削除する事

は、「更正決定通知」の観

点から必要です。

そのため、帳票No63から資

産情報（土地家屋償却の明

細）を除いた、税額更正の

通知として位置づけ、項目

の見直しをおこなうべきと

考えます。

① ② 必ずしも反対ではないが、価格

決定通知書は物件ごとの情報、

賦課決定通知書は賦課情報（全

体）といったように、そもそも

主体となる内容が異なる帳票で

あるため、統合することで分か

りづらい帳票になってしまわな

いかが懸念される。

① 軽量化ができる。複数

人を同時処理した際、

入れ違いによる誤送付

を排除できる。

① ① 課税標準額、減免税額も含めた更正前後額が

表記されているのであれば、帳票№62の出力

だけで問題ないと思います。（本市は①と同

様の通知書を使用している。）

② 更正価格決定通知書は法417条

（法435条）の規定により納税者

へ通知する必要があるものであ

り、更正賦課決定通知書はその

賦課処分に対する処分通知の性

格を有する通知書であるため別

の帳票として必要。

① ➁ 帳票タイトルに「更正賦課決

定」などを加えることで、集

約は可能であると考えます

が、レイアウトに無理が生じ

ないか懸念されます。※イ

メージとして58_名寄帳兼

（補充）課税台帳の項目にお

いて変更前・変更後が併記さ

れるようなレイアウトになる

のではないでしょうか。

① ② 価格に修正がない場合で

も同通知が行われること

となり、義務者にとって

わかりにくいため。価格

の修正に対する不服の

「審査申出」なのか、課

税に対する不服の「審査

請求」なのかわかりにく

いため。

反

映す

る

■回答集約

①帳票No.62に情報を集約し、帳票No.63は削除してよい。

：（６団体）B市、D市、E市、F市、H市、J市

②帳票No.62とは別に、帳票No.63を要件化すべき。（その理由）

：（５団体）A市、C市、G市、I市、K市

■事務局方針

①②の団体で意見が分かれているため、帳票No.62,63と別途に、帳

票No62と63を統合した帳票を定義いたします。

2

【事務局方針及び質問②】

　償却資産が、更正対象となることも考えられるため、更正した内

容を納税義務者に通知する際に用いる帳票を「土地・家屋」と「償

却」で分けた方がよいか伺います。また、その理由を教えてくださ

い。

①「土地・家屋」と「償却」はまとめて「土地・家屋・償却」とし

て要件化してよい。

②「土地・家屋」とは別に「償却」について要件化すべき。

※これらの帳票の使用目的を本WTにて明確にした上で、それぞれ

の印字項目については事務局で検討して整理させていただきます。

① 賦課の立て付けとして義務

者ごとに名寄せすることと

なっている。そのため、一

枚で通知できる方が良いと

考えている。なお、現在

は、償却資産は申告課税で

もあるため、償却資産の価

格更正決定通知（※賦課更

正通知は作成している）は

作成していない。

① 現在は土

地・家屋と

は別になっ

ているが、

一つで纏

まって分か

りやすいの

ならばその

方が良いと

考える。

② 帳票数は少ないに越したこと

はないと思われるため、理想

は「土地・家屋」と「償却」

をまとめたいところではある

が、土地及び家屋は比較的、

印字項目が重なる部分がある

一方、償却は重ならない部分

も多いと思われる。また、所

有資産の件数についても、土

地家屋と比較し、償却は義務

者によっては図抜けて多いこ

ともあるため、印字項目次第

ではあるが、やはり、一つの

帳票にまとめることは難しい

のではないかと考える。

① １種類にした方が課税

側の間違いが防げる。

② ① 更正内容について、税額・課税標準額について

は、

・「土地・家屋・償却」の課税標準額合算の上

で税額計算を行うこと

・同一納税義務者について、「土地・償却」

等、同じタイミングで更正を行うケース

以上から、帳票としてはまとめて要件化するこ

とが望ましいと考えます。

ただし、更正内容の詳細（物件・資産ごと）に

ついては、

・土地・家屋と償却では、登録内容がかなり異

なっていること

・資産ごとに更正内容を表示させるためには、

全資産申告を含め、全資産をシステムに登録す

る必要があること

（本市では全資産申告の場合、システムに各資

産は登録していません）

以上から、同一の帳票で出力することが困難で

あるとは思いますが、どのような出力になる

か、或いは出力しないのか、等の疑問を感じま

す。

② 当市では、土地家屋と償却資産

で分けて納税通知を行っている

ため、更正の賦課情報も分けて

通知すべきと考える。

② 償却は物件数が多く全物件

の修正額を載せることが困

難なため、別帳票で資産の

種類ごとの計を記載した方

が見やすくなるため

➁ 帳票は、印字項目を土地・家

屋・償却それぞれを設けてレ

イアウトすることで、統一で

きると考えますが、出力を土

地家屋と償却で分けることが

できることを希望する趣旨で

➁の回答となります。

① ① 土地家屋と償却で記載項

目の整理ができる場合

は、要件化してよい。

② ※　団体によって土地・

家屋と償却を個別に対応

している所と、一緒に対

応している所があるので

判断が分かれると思いま

すが、どちらかに決める

となると②になるかと思

います。

反

映す

る

■回答集約

①「土地・家屋」と「償却」はまとめて「土地・家屋・償却」とし

て要件化してよい。

：（６団体）A市、B市、D市、F市、J市、K市

②「土地・家屋」とは別に「償却」について要件化すべき。

：（６団体）C市、E市、G市、H市、I市、地方税共同機構

■事務局方針

「土地・家屋・償却」についてはNo62・63・新帳票の3帳票、「土

地・家屋」についてはNo62・63・新帳票の3帳票とする。

地方税共同機構

　帳票No.62「更正価格決定通知書」と帳票No.63「更正賦課決定

通知書」について伺います。

【現行】

　帳票No.62「更正価格決定通知書」は、地方税法第417条「価格

の修正」を納税義務者へ通知する際に用いる帳票（更正前後の評価

額は「実装すべき項目」であったが、課税標準額などの情報は「実

装してもしなくても良い項目」）、帳票No.63「更正賦課決定通知

書」は課税標準の更正や減免等も含めた賦課額の変更を納税義務者

へ通知する帳票として要件化していおりました。

　しかしながら、今回レイアウトを定める必要が生じたため、帳票

No.62における「実装してもしなくても良い項目」の取扱いを決め

る必要があります。

　実務上、評価額の修正があった場合、課税標準額以降の情報も更

正されることが多いと考えられ、現行仕様書案における帳票No.62

を出力する際は、ほとんどの場合、帳票No.63も出力することにな

ります。

仕

様
事務局意見

J市 K市
# 事務局方針及び質問

G市 H市 I市A市 B市 C市 D市 E市 F市



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【全団体】

ご提供いただき、誠にありがとうございました。

当初納税通知書と更正納税通知書について、構成員の皆様からのサンプルをいただいた上で、

事務局で印字項目の検討を行いたいと考えております。

【事務局から構成員の皆様への依頼】

貴団体で更正（評価額や課税標準額が更正された場合）のあった納税義務者へ送付している通

知書等の一式のサンプルをご提供ください。

なお、土地・家屋だけでなく、償却資産に係る通知書等も同様にご提供ください。

例：納税通知書、更正価格決定通知書、更正賦課決定通知書、課税明細書など



3 共通 発行年度 ● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて

欄を設けない」と記載した上で、「実装すべき項

目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすること

で、「実装すべき項目」であっても、団体の選択に

より以下のどちらも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（た

だし、帳票上の該当スペースは空白となりま

す。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

発行年月日で年度

は把握可能であるた

め、実装すべき項目

である必要はないと

考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ※「7_家屋（補充）課税台帳（閲覧用）」においても同様の論点

あり

■事務局方針

3月の帳票WT⑥にて、納税通知書の印字項目として収納管理との関

係上、発行年度を必要と検討した経緯があるが、本帳票は収納管理

との関係性がないため削除としたいが、問題ないでしょうか。

5 共通 発行者（地

方団体の長

等）

● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて

欄を設けない」と記載した上で、「実装すべき項

目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすること

で、「実装すべき項目」であっても、団体の選択に

より以下のどちらも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（た

だし、帳票上の該当スペースは空白となりま

す。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

土地課税台帳に発

行者（地方団体の

長等）は必要ない

です。項目自体不

要と考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ

■事務局方針

概ね了承いただきましたので反映いたします。

なお、必須項目としますが、レイアウトにおいては欄外に印字することと

し、印字の有無も自治体側が選択できるようにいたします。

（D市）

印字しない場合は、②のパターンである印字しない設定としていただけ

れば業務上支障がないと考えます。

13 登記情報 持分 ●

備考

欄に

印字

【全団体】

　本項目について、以下から選択してください。

①「実装すべき項目」とする。

②印字項目から削除する。

③「備考欄に印字する項目」とする。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」と

することとなった場合は、項目No.33「備考」に印

字していただく整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

② ③「備考欄に印

字する項目」と

する。

4.そ

の

他

②

共有の持分について

は、構成員の数が

確定しておらず、備

考欄への記載には

限界がある。

②印字項目か

ら削除する。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

③ ②又は③

（K市は№51,52

共有者氏名表の利

用を想定）

4.そ

の

他

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

■回答集計

①「実装すべき項目」：なし

②印字項目から削除：（3団体）B市、D市、K市※

③「備考欄に印字する項目」：（6団体）C市、G市、I市、J市、K市

※、地方税共同機構※

■事務局方針

③と回答した団体が多数であることから、③を採用する。

（B市）

事務局方針でよろしいでしょうか。

（D市）

共有者が多数にのぼる場合の具体的な印字方法はベンダにゆだねら

れることとなります。

20 現況情報 評価額の登

録年月日

●

備考

欄に

印字

【全団体】

　本項目を印字する上で、「評価額の登録年月

日」が賦課期日と離れている場合にトラブルにな

るため、本項目が不要との意見がありました。

　したがって、枠は設けることなく、「備考欄に印

字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」と

することとなった場合は、項目No.33「備考」に印

字していただく整理といたします。

● ●

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

評価額の登録年月日は現在帳票に

印字していません。また、管理自体

行っていません。「登録年月日」自体

が機能要件上定義されていないた

め、印字項目として不要と考えていま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

評価額を変更した

時のみ、評価額の

（変更）登録年月

日があればよい。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

評価額の登録年月

日は法第417条の

価格等の修正結果

として課税台帳に登

録が必要であること

からその通知の必要

性も含めて実装すべ

き項目であると考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ※「7_家屋（補充）課税台帳（閲覧用）」においても同様の論点

あり

■事務局方針

概ね了承いただきましたので、本項目は「備考欄に印字する」こととす

る。

（A市）

現行管理していない項目については、標準準拠システム移行後から管

理いただく想定です。（過年度分については、データなしのため空欄とな

る）

（G市）

法第417条は、「評価の登録年月日」を課税台帳に記載することを求

めているものではありません。必要と回答いただいた理由は、省令様式

に印字が見られるからでしょうか。
31 固定資産税 相当税額 ●

備考

欄に

印字

【全団体】

　「相当税額」を必要とする場面は、ある納税義

務者に係る固定資産税の年税額のうち、特定の

資産分に相当する税額を説明するときであると

考えられます。

　本帳票については、複数の資産を一覧としてま

とめたものではなく、納税義務者の年税額を印字

している帳票でもないため、本項目は必要不可

欠な項目ではないと考えられます。

　したがって、本項目は「備考欄に印字する項

目」いたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」と

することとなった場合は、項目No.33「備考」に印

字していただく整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

土地課税台帳に固

定資産相当税額を

記載する必要はな

い。備考欄への記

載も不要かと思われ

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

課税台帳では、減

免等の項目を持って

おらず、相当税額で

はその減免適用が

分からないため、軽

減前の税額を印字

しても実際の算出

税額と異なることか

ら印字は適切では

ないと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

実務上、課税明細

書と同じ項目を記

載しており、税額を

表示することで納税

義務者への課税説

明の一助となってい

る。

「実装すべき項目」

として本欄に印字す

べき項目としていた

だきたい。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ※「7_家屋（補充）課税台帳（閲覧用）」においても同様の論点

あり

■事務局方針

同意意見が多数のため、備考欄に印字とする。

（D市、G市、K市）

本項目は、印字を実装してもしなくても良い項目となります。

事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

WT対象
構成員回

答の要否

A市

分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

No 備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 小分類
対応

方針
理由・統合先の項目等

WT⑧検討用



事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

WT対象
構成員回

答の要否

A市

分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

No 備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 小分類
対応

方針
理由・統合先の項目等

WT⑧検討用

追加検討① 登記情報 登記年月日

必須

【全団体】

　全国意見照会において、権利部登記がなされ

た日付を表す「受付年月日」の他に、表題部登

記がなされた日付を表す「登記年月日」が必要

であるという意見がありました。

　「登記年月日」を印字することで、その土地が

登記簿がいつから存在するのかがわかるという課

税説明上でのメリットがあると考えられるため、

「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょ

うか。

● ●

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

現行システムでは「登記年月日」は管理

していますが「登記受付年月日」は管理し

てません。そのため、「登記年月日」に「登

記受付年月日」を登録している場合もあ

ります。

登記年月日と受付年月日を明確に分け

てしまうと、登記が過去に行われた物件の

出力で不整合が発生する可能性がある

ため、「実装してもいなくても良い項目」へ

の変更を希望します（登記受付年月日

も同様）。

また、登記簿の登録内容と、市町村で管

理している登記情報が完全一致している

状況では無いため、表示する事を条件と

してしまうと、登記簿との不整合が問題に

なる可能性が高いと思われます。

一部の団体で表示している登記情報を

全団体必須とすることは、混乱を招く恐れ

がある。

表示する場合、登記簿と市町村の課税

システムとの全件登記簿照合を必要があ

ると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

実務上納税義務者

から求められることも

ないため、「実装して

もしなくとも良い項

目」の「備考欄に印

字する項目」として

いただきたい。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

本項目を実装すべき項目とする。

（A市）

標準仕様書に準拠するシステムへ移行する際に、ご対応頂きたいと考

えております。

（K市）

実装すべき項目とした場合に、支障となる理由がありますでしょうか。

追加検討② 現況情報 物件番号

必須

【全団体】

　全国意見照会において、「物件番号（資産ご

との固有の番号」を印字することで、問い合わせ

等の際に、システム上の検索が円滑に行うことが

できる等のメリットがあるという意見がきておりま

す。

　課税説明上でのメリットがあると考えられるた

め、本項目を「実装すべき項目」として追加いたし

ますが、よろしいでしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

内部帳票であ

れば差し支えな

いが、外部帳票

として考えると、

登記上の不動

産番号との混乱

を招く恐れがあ

るため、実装し

てもしなくてもよ

い項目と考え

る。

問い合わせ時の

物件特定であ

れば地番等で

可能なので必

須とまでする必

要はないと考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

当市は物件番号を

所持していないた

め、実装すべきとなっ

た場合も空白となる

認識。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

法律要件になく、実

務上納税義務者か

ら求められることもな

いため、「実装しても

しなくとも良い項目」

の「備考欄に印字す

る項目」としていただ

きたい。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ※「7_家屋（補充）課税台帳（閲覧用）」においても同様の論点

あり

■事務局方針

概ね了承いただきましたので反映いたします。

なお、必須項目としますが、レイアウトにおいては欄外に印字することと

し、印字の有無も自治体側が選択できるようにいたします。



3 共通 発行年

度

● ・本項目

は、ス

ペースの

みを設け

て欄を設

けない。

必須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを

設けて欄を設けない」と記載した上で、「実

装すべき項目」といたしますが、よろしいで

しょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とす

ることで、「実装すべき項目」であっても、団

体の選択により以下のどちらも実現できる

想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできませ

ん。（ただし、帳票上の該当スペースは空

白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

発行年月日で年度

は把握可能であるた

め、実装すべき項目

である必要はないと

考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ※「1_土地（補充）課税台帳（閲覧用）」においても同様の

論点あり

■事務局方針

3月の帳票WT⑥にて、納税通知書の印字項目として収納管理

との関係上、発行年度を必要と検討した経緯があるが、本帳票

は収納管理との関係性がないため削除としたいが、問題ないで

しょうか。

■検討すべき残課題

なお、「年度」の定義については残課題として事務局にて検討いた

します。

5 共通 発行者

（地方

団体の長

等）

● ・本項目

は、ス

ペースの

みを設け

て欄を設

けない。

必須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを

設けて欄を設けない」と記載した上で、「実

装すべき項目」といたしますが、よろしいで

しょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とす

ることで、「実装すべき項目」であっても、団

体の選択により以下のどちらも実現できる

想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできませ

ん。（ただし、帳票上の該当スペースは空

白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

家屋課税台帳に発

行者（地方団体の

長等）は必要ない

です。項目自体不

要と考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

当市では不要と考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

概ね了承いただきましたので反映いたします。

なお、必須項目としますが、レイアウトにおいては欄外に印字する

こととし、印字の有無も自治体側が選択できるようにいたします。

（D市、G市）

印字しない場合は、②のパターンである印字しない設定としていた

だければ業務上支障がないと考えます。

13 現況情

報 登記

情報

専有部

分の床面

積

（㎡）

●

削除

項目No.24「（現況）専有面積の床面

積（㎡）」と重複しており、本項目を「登

記情報」に修正いたします。

【全団体】

　家屋（補充）課税台帳（閲覧用）の

項目No.13「専有部分の床面積」につい

て、一部の団体から、区分所有家屋であ

るか否かに関わらず項目No.12「（登

記）床面積」の情報が印字項目として定

義されていれば充分であるという意見があり

ました。

　貴団体で使用している各種帳票におい

て、「（登記）床面積」の他に、「（登

記）専有部分の床面積」という印字欄が

必要か教えてください。

　事務局では、本項目は、項目No.12

「床面積（㎡）」に統合し、その備考欄に

『区分所有家屋については「専有部分の

床面積が記載される』と記載した上で、本

項目は削除する方針です。

● ●

4.そ

の

他

床面積としての管理

のため、専用部分

or　共用部分の区

別はありません。

専有部分と共用部

分は物理的に物件

を分けて登録すること

が多いと理解してい

ます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

現在の各種帳票に

「（登記）専有部

分の床面積」という

印字欄はなく、不要

であると考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

「（登記）専用部

分の床面積」という

印字欄は必要ありま

せん。

必要はない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

不要 1.

諾

（

大

筋

OK

）

不要 1.

諾

（

大

筋

OK

）

印字欄は不要です。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

項目№12で足りるた

め、「専有部分の床

面積」の印字欄は不

要

団体への調査依頼 ■回答集約

「（登記）専有部分の床面積」の要否について

必要：なし

不要：A市、B市、D市、E市、H市、I市、J市、K市、（C市、F

市、G市　※諾のみの回答）

■事務局方針

事前照会時に提示していた下記方針といたします。

・本項目は、項目No.12「床面積（㎡）」に統合し、その備考

欄に『区分所有家屋については「専有部分の床面積が記載され

る』と記載した上で、本項目は削除する。

（A市）

事務局方針で良いかどうかご教示ください。

14 現況情

報 登記

情報

共用部

分の床面

積

（㎡）

●

削除

項目No.25「（現況）共用部分の床面

積（㎡）」と重複しており、本項目を「登

記情報」に修正いたします。

【全団体】

　家屋（補充）課税台帳（閲覧用）及

び名寄帳兼（補充）課税台帳において、

「共用部分の床面積（㎡）」を印字して

いますか？

　印字している場合は、１棟全体の共用

部分の床面積なのか、専有部分ごとに按

分した共用部分の床面積なのかを教えてく

ださい。

　共用部分の床面積を印字していない団

体が多い場合は、本項目は、削除いたしま

す。

● ●

4.そ

の

他

床面積としての管理

のため、専用部分

or　共用部分の区

別はありません。

専有部分と共用部

分は物理的に物件

を分けて登録すること

が多いと理解してい

ます。

現在、「共用部分の

床面積（㎡）」は

印字していません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

共用部分の床面積

（㎡）は印字してい

ません。

印字していない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

印字していない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

印字していません。 2.

否

（

考え

が

異

な

る）

印字していません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

「共用部分の床面

積」の印字はありませ

ん。

団体への調査依頼 ■回答集約

登記情報における「共用部分の床面積（㎡）」を印字している

か。

印字している：なし

印字してない：A市、B市、D市、E市、H市、I市、J市、K市、

（C市、F市、G市　※諾のみの回答）

■事務局方針

事前照会時に提示していた下記方針といたします。

・本項目を削除する。

事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

WT

対象

構成

員回

答の

要否

A市

分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても

良い項目

No 備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 小分類
対応

方針
理由・統合先の項目等

WT⑧検討用



事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

WT

対象

構成

員回

答の

要否

A市

分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても

良い項目

No 備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 小分類
対応

方針
理由・統合先の項目等

WT⑧検討用

24 現況情

報

専有部

分の床面

積

（㎡）

●

削除

【全団体】

　全国意見照会において、家屋（補充）

課税台帳（閲覧用）の項目No.24「専

有部分の床面積」について、一部の団体

から、区分所有家屋であるか否かに関わら

ず項目No.23「（現況）床面積」の情報

が印字項目として定義されていれば充分で

あるという意見がありました。

　したがって、本項目は、項目No.23「床

面積（㎡）」に統合し、その備考欄に『区

分所有家屋については「専有部分の床面

積が記載される』と記載した上で、本項目

は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

床面積としての管理

のため、専用部分

or　共用部分の区

別はありません。

専有部分と共用部

分は物理的に物件

を分けて登録すること

が多いと理解してい

ます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

現況床面積について

は、専有床面積に応

じたあん分共用床面

積が何㎡であるかを

表示する必要がある

と考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

本市では、専有部

分と共用部分を合

算した床面積を現況

面積として記載して

います。専有部分の

床面積は記載してい

ません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ （G市）

No.25にて検討いたします。

25 現況情

報

共用部

分の床面

積

（㎡）

●

削除

【全団体】

　家屋（補充）課税台帳（閲覧用）及

び名寄帳兼（補充）課税台帳において、

「共用部分の床面積（㎡）」を印字して

いますか？

　印字している場合は、１棟全体の共用

部分の床面積なのか、専有部分ごとに按

分した共用部分の床面積なのかを教えてく

ださい。

　共用部分の床面積を印字していない団

体が多い場合は、本項目は、削除いたしま

す。

● ●

4.そ

の

他

床面積としての管理

のため、専用部分

or　共用部分の区

別はありません。

専有部分と共用部

分は物理的に物件

を分けて登録すること

が多いと理解してい

ます。

現在、「共用部分の

床面積（㎡）」は

印字していません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

印字していない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

印字していない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

現況床面積について

は、専有床面積に応

じたあん分共用床面

積が何㎡であるかを

表示する必要がある

と考える。

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

印字していない 4.そ

の

他

共用部分の床面積

の印字はしていませ

ん。

印字していません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

「共有部分の床面

積」の印字はありませ

ん。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■回答集約

現況情報における「共用部分の床面積（㎡）」を印字している

か。

印字している：（G市　※必要ありとの回答）

印字してない：A市、B市、C市、E市、H市、I市、J市、K市、

（D市、F市、地方税共同機構　※諾のみの回答）

■事務局方針

事前照会時に提示していた下記方針といたします。

・本項目を削除する。

（G市、I市）

区分所有家屋の床面積に係る印字項目はどのような項目を設け

ているかご教示ください。

38 固定資産税相当税

額

●

備考

欄に

印字

【全団体】

　「相当税額」を必要とする場面は、ある納

税義務者に係る固定資産税の年税額の

うち、特定の資産分に相当する税額を説

明するときであると考えられます。

　本帳票については、複数の資産を一覧と

してまとめたものではなく、納税義務者の年

税額を印字している帳票でもないため、本

項目は必要不可欠な項目ではないと考え

られます。

　したがって、本項目は「備考欄に印字す

る項目」いたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項

目」とすることとなった場合は、項目No.33

「備考」に印字していただく整理といたしま

す。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

家屋課税台帳に固

定資産相当税額を

記載する必要はな

い。備考欄への記載

も不要かと思われ

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

課税台帳では、減

免等の項目を持って

おらず、相当税額で

はその減免適用が分

からないため、軽減

前の税額を印字して

も実際の算出税額と

異なることから印字は

適切ではないと考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

実務上、課税明細

書と同じ項目を記載

しており、税額を表

示することで納税義

務者への課税説明

の一助となっている。

「実装すべき項目」と

して本欄に印字すべ

き項目としていただき

たい。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ※「1_土地（補充）課税台帳（閲覧用）」においても同様の

論点あり

■事務局方針

同意意見が多数のため、備考欄に印字とする。

（D市、G市、K市）

本項目は、印字を実装してもしなくても良い項目となります。

追加

検討①

現況情

報

用途

必須

【全団体】

　家屋の課税説明をする上で、必要な項

目であると考えられるため、本項目について

「実装すべき項目」といたしますが、よろしい

でしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

追加

検討②

現況情

報

物件番

号

必須

【全団体】

　団体から、「物件番号（資産ごとの固有

の番号」を印字することで、問い合わせ等

の際に、システム上の検索が円滑に行うこ

とができる等のメリットがあるという意見がき

ております。

　課税説明上でのメリットがあると考えられ

るため、本項目を「実装すべき項目」として

追加いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

内部帳票であれば

差し支えないが、外

部帳票として考える

と、登記上の不動産

番号との混乱を招く

恐れがあるため、実

装してもしなくてもよ

い項目と考える。

問い合わせ時の物

件特定であれば地

番・家屋番号等で可

能なので必須とまで

する必要はないと考

える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

法律要件になく、実

務上納税義務者か

ら求められることもな

いため、「実装しても

しなくとも良い項目」

の「備考欄に印字す

る項目」としていただ

きたい。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ※「1_土地（補充）課税台帳（閲覧用）」においても同様の

論点あり

■事務局方針

概ね了承いただきましたので反映いたします。

なお、必須項目としますが、レイアウトにおいては欄外に印字する

こととし、印字の有無も自治体側が選択できるようにいたします。

追加

検討③

現況情報 評価額の

登録年

月日

備考

欄に

印字

【全団体】

　本項目を印字する上で、「評価額の登

録年月日」が賦課期日と離れている場合

にトラブルになるため、本項目が不要との意

見がありました。

　したがって、枠は設けることなく、「備考欄

に印字する項目」といたしますが、よろしい

でしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項

目」とすることとなった場合は、項目No.35

「備考」に印字していただく整理といたしま

す。

● ●

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

評価額の登録年月

日は現在帳票に印

字していません。ま

た、管理自体行って

いません。「登録年

月日」自体が機能要

件上定義されていな

いため、印字項目と

して不要と考えていま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

評価額を変更した時

のみ、評価額の（変

更）登録年月日が

あればよい。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考え

が

異

な

る）

評価額の登録年月

日は法第417条の

価格等の修正結果

として課税台帳に登

録が必要であること

からその通知の必要

性も含めて実装すべ

き項目であると考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ※「1_土地（補充）課税台帳（閲覧用）」においても同様の

論点あり

■事務局方針

概ね了承いただきましたので、本項目は「備考欄に印字する」こと

とする。

（A市）

現行管理していない項目については、標準準拠システム移行後

から管理いただく想定です。（過年度分については、データなしの

ため空欄となる）

概ね了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

法第417条は、「評価の登録年月日」を課税台帳に記載するこ

とを求めているものではありません。必要と回答いただいた理由

は、省令様式に印字が見られるからでしょうか。

　事務局方針でも、備考欄に印字可能であることから、問題ない

と考えますが、いかがでしょうか。



事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

WT

対象

構成

員回

答の

要否

A市

分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても

良い項目

No 備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 小分類
対応

方針
理由・統合先の項目等

WT⑧検討用

質問 【増築・改築部分の家屋（補充）課税

台帳を別途作成している団体】

　増築・改築部分がある家屋について、家

屋（補充）課税台帳を出力する際に、

以下のいずれの形で出力されるか選択くだ

さい。

①増築・改築部分は、増築・改築でない

主な家屋部分とは別の家屋（補充）課

税台帳として出力される。

②増築・改築部分は、増築・改築でない

主な家屋部分の家屋（補充）課税台帳

の明細として同時に出力される。

③増築・改築部分の家屋（補充）課税

台帳を別途作成していない。

　②の場合、家屋（補充）課税台帳に

印字される情報のうち、どの部分が増築・

改築部分にあたるのかを示す項目が必要

になると考えます。

● ●

4.そ

の

他

現在①で出力してい

ます。

① ① 4.そ

の

他

① ①増築・改築部分

は、増築・改築でな

い主な家屋部分とは

別の家屋（補充）

課税台帳として出力

される。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

ー 1.

諾

（

大

筋

OK

）

➁

増築については、建

築年で確認していま

す。改築については、

出力された帳票では

確認できない状況で

す。

① ① 団体への調査依頼 ■回答集約

①増築・改築部分は、増築・改築でない主な家屋部分とは別の

家屋（補充）課税台帳として出力される。：（6団体）A市、

B市、D市、E市、J市、K市

②増築・改築部分は、増築・改築でない主な家屋部分の家屋

（補充）課税台帳の明細として同時に出力される。：（１団

体）I市

③増築・改築部分の家屋（補充）課税台帳を別途作成してい

ない。：なし

（I市、G市）

増築・改築のあった部分について明細の形式で出力されています

でしょうか。

（全団体）

本帳票において、「建築年月日」の項目を追加する必要性につい

て確認させてください。



4 共通 通知書

番号

● ・本項

目は、

スペー

スのみ

を設け

て欄を

設けな

い。 必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と記載した

上で、「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき項目」で

あっても、団体の選択により以下のどちらも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該当スペー

スは空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

名寄帳兼（補充）課税台帳での納税義

務者等の特定であれば「１４納税義務者

番号」で可能であると考えられるため、通知

書番号の記載は不要と考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

当市は通知書番号にあたる項目を保持し

ていないため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

欄を設ける必要があると考えます。

本市において、問い合わせ応対時に必須の

表示項目でありわかりやすく表示することを

希望しています。

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

概ね了承いただきましたので、本項目を必須といたします。

（全団体）

本帳票を発行する際に、文書番号若しくは通知書番号を印字しているか確認させてください。

6 共通 発行者

（地方

団体の

長等）

● ・本項

目は、

スペー

スのみ

を設け

て欄を

設けな

い。 必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と記載した

上で、「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき項目」で

あっても、団体の選択により以下のどちらも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該当スペー

スは空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

名寄帳は内部資料としても多用するため、

発行の都度、発行者（及び電子公印）の

記載の有無を選択できるようにしたい。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

名寄帳兼課税台帳に発行者（地方団体

の長等）は必要ないです。項目自体不要

と考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

概ね了承いただきましたので、本項目は、スペースのみを設けて欄を設けないこととする。

7 共通 電子公

印

● ・本項

目は、

スペー

スのみ

を設け

て欄を

設けな

い。 必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と記載した

上で、「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき項目」で

あっても、団体の選択により以下のどちらも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該当スペー

スは空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

名寄帳は内部資料としても多用するため、

発行の都度、電子公印（及び発行者）の

記載の有無を選択できるようにしたい。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

当市では②となる想定。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

■事務局方針

発行の初期設定（印字しない・都度の印字・一律印字）を項目ごとに定義して備考欄に記載する整理とい

たします。

8 共通 名寄帳

の見方

●

削

除

　システムから出力する外部帳票の印字項目として要件化しなくても、住民

に対して「名寄帳の見方」を案内することは可能と考えます。（窓口で帳票

の見方を記載したサンプルを配布する等）

　したがって、本項目は削除いたします。

【全団体】

　「名寄帳の見方」について、外部帳票印字項目から削除した場合、支障

はございますか？

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

現在名寄帳では　「名寄帳の見方」はあり

ませんが、問題なく運用できています。そのた

め、当項目を削除して特に支障はございま

せん。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

支障はありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

特に支障は無い 1.

諾

（

大

筋

OK

）

支障ありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

支障はありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

11 納税義

務者情

報

郵便番

号

●

削

除

【全団体】

　実務において、帳票No.58「名寄帳兼（補充）課税台帳」を郵送する

ことが想定されず、納税義務者を特定する上で本項目は必要ではないと考

えられるため、項目No.11「（納税義務者情報）郵便番号」を削除して

よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

削除して問題ありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

郵送することはないが、納税通知書の送付

先情報を把握するため、あると便利と考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

ほぼ全ての団体から不要と回答いただいていますので、不要と整理いたします。

16 納税管

理人等

情報

郵便番

号

●

削

除

【全団体】

　実務において、帳票No.58「名寄帳兼（補充）課税台帳」を郵送する

ことが想定されず、納税義務者を特定する上で本項目は必要ではないと考

えられるため、項目No.16「（納税管理人等情報）郵便番号」を削除し

てよろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

削除して問題ありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

郵送することはないが、納税通知書の送付

先情報を把握するため、あると便利と考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

No.11で検討

17 納税管

理人等

情報

住所又

は所在

地

●

削

除

【全団体】

　帳票No.58「名寄帳兼（補充）課税台帳」における納税管理人等情

報としては「氏名又は名称」が印字されていれば充分と考えられますが、貴

団体の意見を以下から選択してください。

①本項目は削除

②本項目は「備考欄に印字する項目」とする。

● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税管理人が非住民で住所変更があった

場合、閲覧時に確認が取れるため、②を希

望します。

① 4.

その

他

② 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税管理人等情報に「住所または所在

地」は必要です。枠として必要です。

それが不可なら②の備考欄に印字の選択

になります。

①本項目は削除 1.

諾

（

大

筋

OK

）

①

どこかに帳票で住所等が管理されていれば

問題ないと思われる

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税通知書の送付先情報を把握するた

め、印字項目欄が必要と考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.

その

他

実務上では、①の回答です。

ただし地方税法施行規則第28・29号様

式と差異が生じてしまうのが懸念点です。

② ① 3.

保

留

多くの現行帳票には記載されているが、プラ

イバシー保護の観点からは削除した方が良

いのではないかと思う。

①本項目は削除：（6団体）B市、E市、F市、I市、K市、（H市　※諾のみ）

②本項目は「備考欄に印字する項目」とする。：（３団体）A市、C市、J市

③必要：（２団体）D市、G市

■事務局方針

不要とする団体も多い一方で、必要と求める団体もあることから、②を採用します。

18 納税管

理人等

情報

氏名又

は名称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税管理人等が設定されている場合は、その納税管理人等の情報につ

いて検索する等の事務が想定されます。一方で、納税管理人等を設定す

る例は全体の一部であり、枠として設ける必要はないと考えられるため、項

目No.18「（納税管理人等情報）氏名又は名称」を「備考欄に印字す

る項目」としてよろしいか伺います。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

全体の一部ではありますが、枠として必要と

考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

削除でもいいが、納管人が名寄帳等を閲

覧、取得する場合も考えられるので、少なく

とも画面上で確認できるならば問題ないと

思われる。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税通知書の送付先情報を把握するた

め、印字項目欄が必要と考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.

その

他

実務上では、OKです。

ただし地方税法施行規則第28・29号様

式と差異が生じてしまうのが懸念点です。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

現状本市では、印字していない。

（「実装してもしなくても良い項目」としてい

ただきたい）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 本項目は、備考欄に印字する項目といたします。

19 納税管

理人等

情報

納税義

務者番

号

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税管理人等が設定されている場合は、その納税管理人等の情報につ

いて検索する等の事務が想定されるため、項目No.18「（納税管理人等

情報）納税義務者番号」を「備考欄に印字する項目」としてよろしいか伺

います。

　※印字される場合は、項目No.18「（納税管理人等情報）氏名又は

名称」と組み合わせて印字される想定です。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

現在は納税義務者番号を印字していませ

んが、検索する際に便利だと思いますので、

よろしいと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

枠として必要と考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

外部帳票としての名寄帳兼（補充）課税

台帳には納税管理人等の納税義務者番

号を記載する必要はないと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

当市は、納税管理人等の納税義務者番

号は保持していない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 本項目は、備考欄に印字する項目といたします。

21 ● 土地 登記情

報

登記名

義人氏

名又は

名称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本帳票を用いて説明を行うことが想

定されるが、本項目を不要とする団体も存在するため、「備考欄に印字する

項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　※本項目の検討結果を基に、項目No.72「（家屋）登記名義人氏名

又は名称」についても、同様の取扱いといたします。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 本項目は、備考欄に印字する項目といたします。

23 ● 土地 画地番

号

●

削

除

　資産の特定のための印字項目として、項目No.22「物件番号」を要件化

しており、同一画地であることを表す本項目については、外部帳票の印字

項目としての必要性は低いと考えられるため、本帳票の印字項目から削除

いたします。

【全団体】

　「画地番号」について、削除する場合、支障はございますか？
● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

同一画地であることを表す項目は、課税内

容を説明する上で必要と考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

支障はありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

支障ありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

支障はないと考える。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

支障なし 1.

諾

（

大

筋

OK

）

支障はありません 3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

■事務局方針

支障がないとの意見が多数のため、本項目は削除いたします。

28 ● 土地 登記情

報

表示登

記異動

事由

●

削

除

【全団体】

　本項目について、課税内容の説明に用いることができるという意見はある

ものの、システム上で登記情報を経年管理することとしており、問い合わせの

際にはシステム上で確認することが可能であるため、本帳票の印字項目とし

ての必要性はないと考えられます。

　また、本帳票は所有する資産を明細部分に印字するものであるため、ス

ペースも限られます。

　したがって、本項目については削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

了承いただきましたので反映いたします。

29 ● 土地 登記情

報

表示登

記受付

年月日

●

削

除

【全団体】

　本項目について、課税内容の説明に用いることができるという意見はある

ものの、システム上で登記情報を経年管理することとしており、問い合わせの

際にはシステム上で確認することが可能であるため、本帳票の印字項目とし

ての必要性はないと考えられます。

　また、本帳票は所有する資産を明細部分に印字するものであるため、ス

ペースも限られます。

　したがって、本項目については削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

了承いただきましたので反映いたします。

事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目 実装す

べき項

目

実装し

ても

しなく

ても良

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応



事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目 実装す

べき項

目

実装し

ても

しなく

ても良

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

30 ● 土地 登記情

報

権利登

記異動

事由

●

削

除

【全団体】

　本項目について、課税内容の説明に用いることができるという意見はある

ものの、システム上で登記情報を経年管理することとしており、問い合わせの

際にはシステム上で確認することが可能であるため、本帳票の印字項目とし

ての必要性はないと考えられます。

　また、本帳票は所有する資産を明細部分に印字するものであるため、ス

ペースも限られます。

　したがって、本項目については削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

了承いただきましたので反映いたします。

31 ● 土地 登記情

報

権利登

記受付

年月日

●

削

除

【全団体】

　本項目について、課税内容の説明に用いることができるという意見はある

ものの、システム上で登記情報を経年管理することとしており、問い合わせの

際にはシステム上で確認することが可能であるため、本帳票の印字項目とし

ての必要性はないと考えられます。

　また、本帳票は所有する資産を明細部分に印字するものであるため、ス

ペースも限られます。

　したがって、本項目については削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

了承いただきましたので反映いたします。

32 ● 土地 現況情

報

土地の

上に存

する住

宅の戸

数

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目について、住宅用地地積を説明する際の参考となりますが、以下

の理由などから、必ずしも本項目は必要なものではないと考えられるため、

本項目は「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

・併用住宅などの場合は、必ずしも住宅の戸数×200が小規模住宅用地

地積とは限らない。

・比較的敷地規模の小さい都市部などでは、宅地の地積すべてが小規模

住宅用地地積に該当するケースが多い。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

37 ● 土地 小規模

住宅用

地評価

額

●

削

除

【全団体】

　宅地比準土地における課税標準額の内訳として「小規模住宅用地課税

標準額」、「一般住宅用地課税標準額」及び「非住宅用地課税標準額」

があれば、それぞれに按分した評価額は不要であると考え、本項目について

は削除いたしますが、よろしいでしょうか。 ● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

「小規模住宅用地課税標準額」の説明を

する上で、課税根拠となる「小規模住宅用

地評価額」は必要と考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（A市）

支障なしとする団体が多数でありますので、削除とさせていただきます。

38 ● 土地 一般住

宅用地

評価額

●

削

除

【全団体】

　宅地比準土地における課税標準額の内訳として「小規模住宅用地課税

標準額」、「一般住宅用地課税標準額」及び「非住宅用地課税標準額」

があれば、それぞれに按分した評価額は不要であると考え、本項目について

は削除いたしますが、よろしいでしょうか。 ● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

「一般住宅用地課税標準額」の説明をす

る上で、課税根拠となる「一般住宅用地評

価額」は必要と考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（A市）

支障なしとする団体が多数でありますので、削除とさせていただきます。

39 ● 土地 非住宅

用地評

価額

●

削

除

【全団体】

　宅地比準土地における課税標準額の内訳として「小規模住宅用地課税

標準額」、「一般住宅用地課税標準額」及び「非住宅用地課税標準額」

があれば、それぞれに按分した評価額は不要であると考え、本項目について

は削除いたしますが、よろしいでしょうか。 ● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

「非住宅用地課税標準額」の説明をする

上で、課税根拠となる「非住宅用地評価

額」は必要と考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（A市）

支障なしとする団体が多数でありますので、削除とさせていただきます。

41 ● 土地 固定資

産税

本則課

税標準

額

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目については、前年度課税標準額又は比準課税標準額に負担調

整措置を講じた額との大小比較を行い、どちらを当該年度の課税標準額と

するかを判断するのに用いることが考えられるが、項目No.45「小規模住宅

用地課税標準額」、項目No.46「一般住宅用地課税標準額」及び項目

No.47「非住宅用地課税標準額」の合計により本項目を求められるため、

必ずしも必要な項目ではなく、「備考欄に印字する項目」といたしますが、よ

ろしいでしょうか。

※備考欄に印字する場合は、項目No.65「（土地における資産ごとの）

備考」に印字する整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

計算過程の情報であり、記載すると逆に納

税義務者の混乱を招くおそれがあるため記

載不要と考えます。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

法附則第18条等の土地の課税計算にお

いて、本則課税標準額は負担調整措置を

行うための基となる額（５％を乗じる額）

であり、さらに負担調整措置における上限

値としての役割もあることから必須項目とす

べきではないか。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

概ね事務局案にご賛同いただいています。

不要とする意見（E市）、必要とする意見（G市）もありますが、事務局案のとおり備考欄に印字（オプショ

ン項目）とさせていただきます。

43 ● 土地 固定資

産税

負担調

整率

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　土地の負担調整措置に係る項目としては、項目No.40「前年度課税標

準額／比準課税標準額」やNo.42「負担水準」を要件化しており、本項

目は必ず必要な項目ではないと考えられるため、「備考欄に印字する項

目」といたします。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。



事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目 実装す

べき項

目

実装し

ても

しなく

ても良

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

58 ● 土地 現況情

報

区分所

有の持

分割合

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目について、貴団体の意見を以下から選択してください。

①「実装すべき項目」にする。

②「備考欄に印字する項目」にする。

③削除する。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

②を希望します。

区分所有の場合、課税額の根拠を説明す

る上で持分割合の情報は必要となります。

しかし。区分所有分の物件は限定的なた

め、専用の欄は設けず、備考欄への印字で

問題ないと考えています。

② ② 4.

その

他

③ ①「実装すべき項目」にする。 4.

その

他

②あると納税義務者に親切と考える。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

➁ ② ②又は③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ①「実装すべき項目」にする。：（１団体）E市

②「備考欄に印字する項目」にする。：（７団体）A市、B市、C市、G市、I市、J市、（K市）

③削除する。：（２団体）D市、（K市）

■事務局方針

ご意見を踏まえて、②の方針といたします。

59 ● 土地 課税標

準の特

例措置

の類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　課税標準の特例措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、

本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、課税標準の特例措置の対象となる資産を示すことで住民

にとってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字

する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、備

考欄のスペースを考慮して、印字の優先順

位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

60 ● 土地 非課税

措置の

類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項目に

ついて枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の対象となる資産を示すことで住民にとってわか

りやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字する項目」

といたしますが、よろしいでしょうか。

※項目No.65「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、備

考欄のスペースを考慮して、印字の優先順

位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

62 ● 土地 減免措

置の類

型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　減免措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項目につ

いて枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、減免措置の対象となる資産を示すことで住民にとってわかり

やすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字する項目」と

いたしますが、よろしいでしょうか。

※項目No.65「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、備

考欄のスペースを考慮して、印字の優先順

位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

63 ● 土地 都市計

画区分

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　「都市計画区分」を印字している団体にお聞きします。

　本項目を印字している必要性を教えてください。

● ●

4.

その

他

都市計画の区分は課税に影響することか

ら、課税の根拠を説明する上で印字が必要

な項目と考えています。

— 都市計画税を賦課することの根拠として印

字している。

4.

その

他

都市計画区分は印字していません。 　「都市計画区分」を名寄帳兼課税台帳

に印字していない。

4.

その

他

当市は印字していない。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

印字していません。 印字なし 都市計画税の区分をわかりやすくするため 団体への調査依頼 印字あり：（３団体）A市、C市、K市

印字理由　都市計画税を課税する根拠として記載

印字なし：（６団体）D市、E市、G市、I市、J市

■事務局方針

ご意見を踏まえて、本項目は、都市計画税に係る印字項目を印字する帳票に「備考欄に印字する項目」とし

て要件化いたします。

67 土地 合計現

況地積

（㎡）

●

削

除

【全団体】

　全国照会意見において、本項目は不要であるとの意見があり、事務局で

検討した結果、帳票No.58「名寄帳兼（補充）課税台帳」の項目

No.67「合計現況地積（㎡）」について、課税実務上の必要性は低いと

考えます。削除してよろしいでしょうか。 ● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

資産数が多い場合、複数頁に跨って資産

の情報が出力されるため、地目別の合計地

積が確認できれば課税根拠が説明しやすく

なると考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

68 土地 合計評

価額

●

削

除

　全国照会意見において、本項目は不要であるとの意見がありました。

　土地、家屋及び償却資産それぞれの合計課税標準額は、免税点判定

のために必要な印字項目であると考えられます。

　一方、合計評価額については、印字項目として必要性が考えられないた

め、削除いたします。

【全団体】

　本帳票において、土地の合計評価額が印字項目として必要である場合

は、その理由を教えてください。

①合計評価額は不要

②合計評価額は必要（その理由）

　本項目での検討結果を基に、項目No.111「（家屋の）合計評価額」

についても同様の取扱いといたします。

● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

資産数が多い場合、複数頁に跨って資産

の情報が出力されるため、地目別の合計評

価額が確認できれば課税根拠が説明しや

すくなると考えています。

① 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

②相続税法第58条で規定される、税務署

宛ての通知書に土地及び家屋それぞれの

合計評価額を記入する必要があり、その際

に名寄帳に記載された合計評価額を参照

しているため。また、国税庁と総務省（旧自

治省）の了解事項にて、相続税法第58

条で規定される通知書を提出する際には、

当該土地・家屋に関する資料の添付が原

則として求められており、その資料として名寄

帳を使用しているため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① ②合計評価額は必要

納税義務者としては評価額総額を昨年度

と比較することで課税庁の評価・課税処理

のチェックとして利用していることが想定され

る。物件ごとの評価額を個々比較すれば可

能ではあるが、所有物件が多い場合は利

便性が低下すると考える。（特に課税標準

額の特例で評価額は上がるが課税標準

額・税額は据え置きの場合）

また、保有資産額を簡易的に把握する方

法として利用されていることも考えられる。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

①合計評価額は不要 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ①合計評価額は不要：（７団体）B市、D市、G市、J市、K市、地方税共同機構、（I市　※諾のみ）

②合計評価額は必要：（３団体）A市、C市、E市

■事務局方針

各団体の意見が分かれているため、「備考欄に印字」として要件化いたします。

72 ● 家屋 登記情

報

登記名

義人氏

名又は

名称

● 備

考

欄

に

　項目No.21「（土地）登記名義人氏名又は名称」と同様の取扱いとい

たします。
●

1.

諾

（

大

筋

本項目は備考欄に印字いたします。

77 ● 家屋 現況情

報

増改築

の別

●
備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　家屋全体のうち、増改築が行われた家屋は一部であり、必ずしも必要な

項目ではないと考えられるため、「備考欄に印字する項目」といたしますが、

よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

81 ● 家屋 現況情

報

用途 ●

必

須

【全団体】

　全国意見照会において、多くの団体から「実装すべき項目」とすべきという

意見があるため、本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょ

うか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

83 ● 家屋 登記情

報

表示登

記異動

事由

●

削

除

【全団体】

　本項目について、課税内容の説明に用いることができるという意見はある

ものの、システム上で登記情報を経年管理することとしており、問い合わせの

際にはシステム上で確認することが可能であるため、本帳票の印字項目とし

ての必要性はないと考えられます。

　また、本帳票は所有する資産を明細部分に印字するものであるため、ス

ペースも限られます。

　したがって、本項目については削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

了承いただきましたので反映いたします。

84 ● 家屋 登記情

報

表示登

記受付

年月日

●

削

除

【全団体】

　本項目について、課税内容の説明に用いることができるという意見はある

ものの、システム上で登記情報を経年管理することとしており、問い合わせの

際にはシステム上で確認することが可能であるため、本帳票の印字項目とし

ての必要性はないと考えられます。

　また、本帳票は所有する資産を明細部分に印字するものであるため、ス

ペースも限られます。

　したがって、本項目については削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

了承いただきましたので反映いたします。

85 ● 家屋 登記情

報

権利登

記異動

事由

●

削

除

【全団体】

　本項目について、課税内容の説明に用いることができるという意見はある

ものの、システム上で登記情報を経年管理することとしており、問い合わせの

際にはシステム上で確認することが可能であるため、本帳票の印字項目とし

ての必要性はないと考えられます。

　また、本帳票は所有する資産を明細部分に印字するものであるため、ス

ペースも限られます。

　したがって、本項目については削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

了承いただきましたので反映いたします。



事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目 実装す

べき項

目

実装し

ても

しなく

ても良

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

86 ● 家屋 登記情

報

権利登

記受付

年月日

●

削

除

【全団体】

　本項目について、課税内容の説明に用いることができるという意見はある

ものの、システム上で登記情報を経年管理することとしており、問い合わせの

際にはシステム上で確認することが可能であるため、本帳票の印字項目とし

ての必要性はないと考えられます。

　また、本帳票は所有する資産を明細部分に印字するものであるため、ス

ペースも限られます。

　したがって、本項目については削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

帳票に出力する情報が多いため出力項目

の削減を図る意図は理解できるが、本帳票

における登記情報の重要性を判断できない

ため

了承いただきましたので反映いたします。

88 ● 家屋 現況情

報

１階床

面積

（㎡）

●

削

除

【全団体】

　全国照会意見を踏まえて、帳票No.58「名寄帳兼（補充）課税台

帳」には、項目No.87 「床面積（㎡）」を「実装すべき項目」として要件

化しているため、項目No.88「１階床面積（㎡）」は削除してよろしいで

しょうか。

　項目No.88「１階床面積（㎡）」が必要だという団体は、それらの項目

が必要な理由を教えてください。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

89 ● 家屋 現況情

報

１階以

外床面

積

（㎡）

●

削

除

【全団体】

　全国照会意見を踏まえて、帳票No.58「名寄帳兼（補充）課税台

帳」には、項目No.87 「床面積（㎡）」を「実装すべき項目」として要件

化しているため、項目No.89「１階以外床面積（㎡）」は削除してよろし

いでしょうか。

　項目No.89「１階以外床面積（㎡）」が必要だという団体は、それらの

項目が必要な理由を教えてください。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

91 ● 家屋 現況情

報

住宅部

分床面

積

（㎡）

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目については、併用住宅の敷地における住宅用地特例を受ける地

積を計算する上で用いられる項目であると考えられますが、必ずしも必要で

はなく、「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

※No.108「（家屋における資産ごとの）備考」に印字していただく整理と

いたします。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

99 ● 家屋 現況情

報

区分所

有の持

分割合

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目について、貴団体の意見を以下から選択してください。

①「実装すべき項目」にする。

②「備考欄に印字する項目」にする。

③削除する。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

②を希望します。

区分所有の場合、課税額の根拠を説明す

る上で持分割合の情報は必要となります。

しかし。区分所有分の物件は限定的なた

め、専用の欄は設けず、備考欄への印字で

問題ないと考えています。

② 4.

その

他

② 4.

その

他

③ ①「実装すべき項目」にする。 4.

その

他

③削除する。 ② 1.

諾

（

大

筋

OK

）

➁ ①実装すべき項目

（現在の名寄帳に印字欄があるため。）

②又は③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ①「実装すべき項目」にする。：（２団体）E市、J市

②「備考欄に印字する項目」にする。：（６団体）A市、B市、前歯石氏、H市、I市、（K市）

③削除する。：（３団体）D市、G市、（K市）

■事務局方針

②が多数であり、①③の団体もあるため、「備考欄に印字」として要件化いたします。

100 ● 家屋 課税標

準の特

例措置

の類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　課税標準の特例措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、

本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、課税標準の特例措置の対象となる資産を示すことで住民

にとってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字

する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

※項目No.108「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理とい

たします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、備

考欄のスペースを考慮して、印字の優先順

位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

101 ● 家屋 非課税

措置の

類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項目に

ついて枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の対象となる資産を示すことで住民にとってわか

りやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字する項目」

といたしますが、よろしいでしょうか。

※項目No.108「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理とい

たします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、備

考欄のスペースを考慮して、印字の優先順

位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

102 ● 家屋 税額の

減額措

置の類

型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　税額の減額措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項

目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、税額の減額措置の対象となる資産を示すことで住民にとっ

てわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字する

項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

※項目No.108「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理とい

たします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、備

考欄のスペースを考慮して、印字の優先順

位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

103 ● 家屋 減免措

置の類

型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　減免措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項目につ

いて枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、減免措置の対象となる資産を示すことで住民にとってわかり

やすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字する項目」と

いたしますが、よろしいでしょうか。

※項目No.108「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理とい

たします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、備

考欄のスペースを考慮して、印字の優先順

位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

104 ● 家屋 新築住

宅特例

適用最

終年の

表示

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目については、項目No.102「税額の減額措置の類型」と同じ位置

に印字することが良いと考えられるため、項目No.102と同様に「備考欄に

印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

※項目No.108「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理とい

たします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

105 ● 家屋 新築住

宅特例

適用床

面積

（㎡）

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目については、新築住宅特例により減額される税額を計算する上で

用いられる項目であると考えられますが、必ずしも必要ではなく、「備考欄に

印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

※No.108「（家屋における資産ごとの）備考」に印字していただく整理と

いたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

新築住宅特例適用床面積をわざわざ印字

する必要はない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

107 ● 家屋 減免税

額

●

削

除

【全団体】

　本項目は、資産ごとの明細分に係る減免税額を表すものです。貴団体の

意見を以下から選択してください。

①「（資産ごとの）備考欄に印字する項目」とする。

②削除する。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

減免税額は資産毎に算出するものではな

いため、②を希望します。

② 4.

その

他

② 4.

その

他

① ①「（資産ごとの）備考欄に印字する項

目」とする。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

備考欄にではなく、減免税額欄を設けるべ

きと考える。

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

②削除する ② ① ①「（資産ごとの）備考欄に印字する項目」とする。：（３団体）D市、E市、地方税共同機構

②削除する。：（５団体）A市、B市、J市、K市、（I市　※諾のみ）

③欄を設けるべき：（１団体）G市

■事務局方針

①～③で各団体の意見が分かれるため、「備考欄に印字する」として要件化いたします。



事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目 実装す

べき項

目

実装し

ても

しなく

ても良

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

110 家屋 合計現

況床面

積

（㎡）

●

削

除

【全団体】

　全国照会意見において、本項目は不要であるとの意見があり、事務局で

検討した結果、帳票No.58「名寄帳兼（補充）課税台帳」の項目

No.110「合計現況床面積（㎡）」について、課税実務上の必要性は低

いと考えます。削除してよろしいでしょうか。

● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

資産数が多い場合、複数頁に跨って資産

の情報が出力されるため、合計床面積が確

認できれば課税根拠が説明しやすくなると

考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

111 家屋 合計評

価額

● 削

除

　項目No.68と同様の取扱いといたします。
●

本項目は削除いたします。

120 資産計 固定資

産税

区分所

有分以

外の算

出税額

●

削

除

【全団体】

　原案では、「区分所有分の算出税額」と「区分所有分以外の算出税

額」を分けて要件化しておりましたが、「算出税額」については、「税額の減

額措置による軽減税額や減免税額を引く前の税額」とし、項目No.123を

「算出税額」に修正いたします。

　本項目は項目No.123「算出税額」に統合し、削除いたしますが、よろし

いでしょうか。
● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

課税の根拠を説明する上では、区分所有

分の税額は個人所有分と分けて印字でき

た方がいいと考えています。

※課税上は区分所有分と個人所有分それ

ぞれで税額を求め、最後に合算して年税額

を算出しているため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

121 資産計 固定資

産税

区分所

有分以

外の軽

減税額

●

必

須

【全団体】

　「軽減税額」について、区分所有分か否かで分ける必要はなく、本項目の

小分類を「軽減税額」に修正した上で、項目No.124、134「区分所有分

の軽減税額」をいずれも削除いたしますが、よろしいでしょうか。

● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

課税の根拠を説明する上では、区分所有

分の軽減税額は個人所有分と分けて印字

できた方がいいと考えています。

※課税上は区分所有分と個人所有分それ

ぞれで税額を求め、最後に合算して年税額

を算出しているため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

122 資産計 固定資

産税

区分所

有分以

外の減

免税額

減免税

額

●

必

須

【全団体】

　減免税額については、区分所有分に係る減免税額と区分所有以外の資

産分に係る減免税額で分けて印字する必要がなく、最終的にその納税義

務者における年税額を計算するうえで、減免される税額を印字すれば充分

であると考えられます。

　したがって、本項目の小分類を「減免税額」に修正し、項目No.107

「（家屋）減免税額」、No.125「区分所有分の減免税額」を削除いたし

ますが、よろしいでしょうか。

● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

課税の根拠を説明する上では、区分所有

分の減免税額は個人所有分と分けて印字

できた方がいいと考えています。

※課税上は区分所有分と個人所有分それ

ぞれで税額を求め、最後に合算して年税額

を算出しているため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

123 資産計 固定資

産税

区分所

有分の

算出税

額

●

必

須

【全団体】

　原案では、「区分所有分の算出税額」と「区分所有分以外の算出税

額」を分けて要件化しておりましたが、「算出税額」については、「税額の減

額措置による軽減税額や減免税額を引く前の税額」とし、区分所有である

か否かに関わらない項目とした上で、「実装すべき項目」として要件化いたし

ますが、よろしいでしょうか。 ● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

課税の根拠を説明する上では、区分所有

分の算出税額は個人所有分と分けて印字

できた方がいいと考えています。

※課税上は区分所有分と個人所有分それ

ぞれで税額を求め、最後に合算して年税額

を算出しているため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

124 資産計 固定資

産税

区分所

有分の

軽減税

額

●

削

除

【全団体】

　税額の減額措置により減額された税額については、区分所有であるか否

かで分けて要件化する必要はなく、項目No.121『軽減税額（「区分所

有分以外の計減税額」から修正）』で要件化しているため、本項目は削

除いたしますが、よろしいでしょうか。

● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

課税の根拠を説明する上では、区分所有

分の軽減税額は個人所有分と分けて印字

できた方がいいと考えています。

※課税上は区分所有分と個人所有分それ

ぞれで税額を求め、最後に合算して年税額

を算出しているため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

125 資産計 固定資

産税

区分所

有分の

減免税

額

●

削

除

【全団体】

　No.122での検討結果と合わせます。

　No.122「減免税額」に統合することとし、本項目は削除いたしますが、よ

ろしいでしょうか。

● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

課税の根拠を説明する上では、区分所有

分の減免税額は個人所有分と分けて印字

できた方がいいと考えています。

※課税上は区分所有分と個人所有分それ

ぞれで税額を求め、最後に合算して年税額

を算出しているため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

127 共通 固定資

産税

税率 ●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　各団体の条例で定めている固定資産税の税率については、HP等で周知

しており、本帳票において、必ずしも必要な項目では無いと考えられるため、

「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

※項目No.９「備考」に印字していただく整理といたします。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

135 資産計 都市計

画税

区分所

有分の

減免税

額

●

削

除

【全団体】

　No.122での検討結果と合わせます。

　No.131「減免税額」に統合することとし、本項目は削除する方針です。

● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

課税の根拠を説明する上では、区分所有

分の減免税額は個人所有分と分けて印字

できた方がいいと考えています。

※課税上は区分所有分と個人所有分それ

ぞれで税額を求め、最後に合算して年税額

を算出しているため。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

追加検

討②

● 家屋 固定資

産税

区分所

有分の

相当課

税標準

額

●

必

須

【全団体】

　区分所有に係る資産において、納税義務者が求める情報は、あくまで自

分の区分所有持分に係る部分の評価額等の情報であるため、本項目につ

いては「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　なお、本項目を印字する際は、項目No.94「（家屋）課税標準額」の

枠に印字することといたします。
● ●

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

「区分所有の持分割合」により相当課税標

準額を求めることはできるため、印字は不要

と考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

追加検

討③

● 土地・

家屋

資産区

分（土

地・家

屋の

別）

●

必

須

【全団体】

　本帳票において、印字項目「資産区分（土地・家屋の別）」を「実装す

べき項目」として要件化する方針といたしますが、よろしいでしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.

その

他

資産区分として、土地・家屋に+して共

（共用土地）を希望します。

共用土地であることを明確化すれば、案内

等の際などもスムーズになると考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

概ね了承いただきましたので印字項目「資産区分（土地・家屋の別）」を「実装すべき項目」として要件化し

ます。

（I市）区分所有の持分割合の印字によって、共用土地か共用土地以外の土地かの区分も明確にできるた

め、資産区分として「共用土地」を要件化する必要性はないと考えられます。また、共用土地を要件化するので

あれば、区分所有家屋についても要件化する必要性が出てきますが、事務局として資産区分は土地・家屋と

いたします。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

16 納税義務者

情報

納税義務者

番号

●

必

須

【全団体】

　納税義務者の情報について検索する等の事務が想定されるため、本項

目「納税義務者番号」を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょう

か。

●

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

「通知書番号」でも

検索は可能であると

考えます。また納税

義務者番号につい

ては、多税目や他

課においても共通す

る情報となるため、

自治体により取り扱

いに差異が生じてい

ると推察されます。

0 1 0 0

20 共通 共有情報 共有代表者

氏名又は名

称

●

削

除

　共有されている物件については、共有代表者の情報は項目No.14～16

の「納税義務者情報」に印字されることと整理いたします。

　なお、共有代表者以外の共有者の情報の印字方法（備考欄に印字す

るか「外○名」のような記載として共有代表者情報と同じ欄に印字するか）

については、各ベンダのパッケージにおける実装に委ねる想定です。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

21 共通 共有情報 共有者氏名

又は名称

●

削

除

　共有されている物件については、共有代表者の情報は項目No.14～16

の「納税義務者情報」に印字されることと整理いたします。

　なお、共有代表者以外の共有者の情報の印字方法（備考欄に印字す

るか「外○名」のような記載として共有代表者情報と同じ欄に印字するか）

については、各ベンダのパッケージにおける実装に委ねる想定です。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

33 ● 家屋 現況情報 更正前の用

途

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

34 ● 家屋 現況情報 更正後の用

途

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

35 ● 家屋 現況情報 更正前の構

造区分

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正価格決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

62

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正価格決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

62

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。

36 ● 家屋 現況情報 更正後の構

造区分

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

37 ● 家屋 現況情報 更正前の床

面積（㎡）

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

38 ● 家屋 現況情報 更正後の床

面積（㎡）

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

39 ● 家屋 更正前の主

棟と附属棟

の別

● 「主棟」「附

属棟」等と

印字する方

法のほか、

「1-1」「1-

2」等番号で

印字する方

法も可能

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

40 ● 家屋 更正後の主

棟と附属棟

の別

● 「主棟」「附

属棟」等と

印字する方

法のほか、

「1-1」「1-

2」等番号で

印字する方

法も可能

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正価格決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

62

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。

43 ● 土地 固定資産税 更正前の課

税標準の特

例措置による

軽減額

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

44 ● 土地 固定資産税 更正後の課

税標準の特

例措置による

軽減額

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

45 ● 土地 都市計画税 更正前の課

税標準の特

例措置による

軽減額

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

46 ● 土地 都市計画税 更正後の課

税標準の特

例措置による

軽減額

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

47 ● 家屋 固定資産税 更正前の課

税標準の特

例措置による

軽減額

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正価格決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

62

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。

48 ● 家屋 固定資産税 更正後の課

税標準の特

例措置による

軽減額

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

51 ● 土地 区分所有の

敷地権割合

に係る相当

課税標準額

●

削

除

【全団体】

　本項目について、貴団体の意見を以下から選択してください。

①「実装すべき項目」にする。

②「備考欄に印字する項目」にする。

③削除とする。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

52 ● 家屋 区分所有の

持分に係る

相当課税標

準額

●

必

須

【全団体】

　区分所有に係る資産において、納税義務者が求める情報は、あくまで自

分の区分所有持分に係る部分の評価額等の情報であるため、本項目につ

いては「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

53 ● 土地 更正前の前

年度課税標

準額／更正

前の比準課

税標準額

● ※比準課税

標準額とは、

新たに固定

資産税を課

することとなる

土地及び地

目の変更等

がある土地に

おいて、前年

度課税標準

額に代えて、

負担水準の

算定に用いる

課税標準

額。（類似

土地の前年

度課税標準

額等を用いて

算定されるも

の。）

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

54 ● 土地 更正後の前

年度課税標

準額／更正

後の比準課

税標準額

●

必

須

【全団体】

　現行では、帳票No.62「更正価格決定通知書」は「更正前後の評価額

を記載する帳票」として、必要に応じて「更正前後の課税標準額」に関する

情報を印字することとしておりましたが、更正処理を行う上で、多くの場合、

評価額が更正されれば、課税標準額・賦課額も更正されることが考えられ

ます。

　したがって、帳票No.62「更正価格決定通知書」に帳票No.63「更正

賦課決定通知書」の印字項目を含めて定義することとし（＝評価額のみで

なく、課税標準額や賦課額の更正についても記載する。）、帳票No.62

「更正価格決定通知書」のうち「更正前後の課税標準額」に関する情報を

すべて「実装すべき項目」とする方針ですが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

55 償却資産 資産の所在

地

●

削

除

【全団体】

本帳票は更正価格を記載する帳票であるため必要性が低いと考え、削除

とする方針ですが、よろしいでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

1.

諾

（

大

筋

OK

2 0 0 0

56 償却資産 数量 ● ※償却資産

の数量を記

載
削

除

【全団体】

本帳票は更正価格を記載する帳票であるため必要性が低いと考え、削除

とする方針ですが、よろしいでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

1.

諾

（

大

筋

OK

2 0 0 0

追加検討 ● 土地 物件番号

必

須

【全団体】

　団体から、「物件番号（資産ごとの固有の番号」を印字することで、問い

合わせ等の際に、システム上の検索が円滑に行うことができる等のメリットが

あるという意見がきております。

　課税説明上でのメリットがあると考えられるため、本項目を「実装すべき項

目」として追加いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

追加検討 ● 家屋 物件番号

必

須

【全団体】

　団体から、「物件番号（資産ごとの固有の番号」を印字することで、問い

合わせ等の際に、システム上の検索が円滑に行うことができる等のメリットが

あるという意見がきております。

　課税説明上でのメリットがあると考えられるため、本項目を「実装すべき項

目」として追加いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正価格決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

62

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。

追加検討 償却資産 固定資産税 更正前の評

価額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 更正後の評

価額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 評価額の更

正前後の増

減額 必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 更正前の課

税標準額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 更正後の課

税標準額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 課税標準額

の総額の更

正前後の増

減額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 更正前の課

税標準額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 更正後の課

税標準額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 課税標準額

の総額の更

正前後の増

減額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 更正前の課

税標準の特

例措置による

軽減額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

追加検討 償却資産 固定資産税 更正後の課

税標準の特

例措置による

軽減額

必

須

【全団体】

本帳票に償却資産の更正前後の評価額、課税標準額、特例の軽減額の

項目がなかったため、本項目を「実装すべき項目」追加いたしますが、よろし

いでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

19 共通 共有情報 共有代表者

氏名又は名

称

●

削

除

　共有されている物件については、共有代表者の情報は項目

No.14～16の「納税義務者情報」に印字されることと整理いたしま

す。

　なお、共有代表者以外の共有者の情報の印字方法（備考欄に

印字するか「外○名」のような記載として共有代表者情報と同じ欄

に印字するか）については、各ベンダのパッケージにおける実装に委ね

る想定です。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

20 ● 共通 共有情報 共有者氏名

又は名称

●

削

除

　共有されている物件については、共有代表者の情報は項目

No.14～16の「納税義務者情報」に印字されることと整理いたしま

す。

　なお、共有代表者以外の共有者の情報の印字方法（備考欄に

印字するか「外○名」のような記載として共有代表者情報と同じ欄

に印字するか）については、各ベンダのパッケージにおける実装に委ね

る想定です。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

21 ● 土地 現況情報 更正前の所

在地

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

22 ● 土地 現況情報 更正後の所

在地

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

23 ● 土地 現況情報 更正前の地

目

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

24 ● 土地 現況情報 更正後の地

目

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正賦課決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

63

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正賦課決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

63

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。

25 ● 土地 現況情報 更正前の地

積（㎡）

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

26 ● 土地 現況情報 更正後の地

積（㎡）

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

27 ● 土地 更正前の評

価額

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。 ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

28 ● 土地 更正後の評

価額

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

29 ● 土地 固定資産税 更正前の課

税標準額

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

30 ● 土地 固定資産税 更正後の課

税標準額

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正賦課決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

63

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。

33 ● 家屋 現況情報 更正前の所

在地

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

34 ● 家屋 現況情報 更正後の所

在地

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

35 ● 家屋 現況情報 更正前の用

途

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

36 ● 家屋 現況情報 更正後の用

途

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

37 ● 家屋 現況情報 更正前の構

造区分

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

38 ● 家屋 現況情報 更正後の構

造区分

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

39 ● 家屋 現況情報 更正前の床

面積（㎡）

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正賦課決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

63

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。

40 ● 家屋 現況情報 更正後の床

面積（㎡）

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

41 ● 家屋 更正前の主

棟と附属棟

の別

● 「主棟」「附

属棟」等と印

字する方法

のほか、「1-

1」「1-2」等

番号で印字

する方法も可

能

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

42 ● 家屋 更正後の主

棟と附属棟

の別

● 「主棟」「附

属棟」等と印

字する方法

のほか、「1-

1」「1-2」等

番号で印字

する方法も可

能

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

43 ● 家屋 更正前の評

価額

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

44 ● 家屋 更正後の評

価額

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

45 ● 家屋 固定資産税 更正前の課

税標準額

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

0 0 0 0

46 ● 家屋 固定資産税 更正後の課

税標準額

●

削

除

【全団体】

　団体からは、更正前後の資産ごとの情報については、「更正前後

の○○」としてすべて印字すべきとの意見をいただいておりますが、本

帳票は、更正処理の対象となった者への賦課額の変更を通知する

目的の帳票であるため、本項目は必ずしも必須ではないと考え、原

案のとおり「実装してもしなくても良い項目」としていました。

　資産ごとの「更正前後の○○」という項目については、帳票No.62

「更正価格決定通知書」で印字し、納税者への通知できるため、本

帳票においては、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

更正賦課決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税

63

【本WTにおいては本帳票は保留いたします。】

個別照会③の結果を踏まえて、事務局にて検討させていただきます。

※現時点での本帳票全体に関する貴団体のご意見があれば、ご教示ださい。

97 ● 資産計
固定資産税及び都市計画税

各期税額の

更正前後の

増減額

●

必須

【全団体】

　本帳票は、賦課額を更正した場合に納税者宛てに通知するもの

であるため、本項目「各期税額の更正前後の増減額」が印字される

ことで、納税者にとって、より分かりやすい帳票になることが考えられる

ため、本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょう

か。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

98 ● 資産計
固定資産税及び都市計画税

各期収納済

額

●

必須

【全団体】

　本帳票は、賦課額を更正した場合に納税者宛てに通知するもの

であるため、本帳票が納税者に送達される際には、納税者が税額の

一部を既に納付していることが考えられます。

　本項目「各期収納済額」が印字されることで、納税者にとって、より

分かりやすい帳票になることが考えられるため、本項目を「実装すべき

項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

●

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

0 1 0 0

101 ● 資産計
固定資産税及び都市計画税

更正月 ●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本帳票については、価格等の修正があった場合には、遅滞なく納

税義務者に通知しなければならないとされており、さらに、項目No.

３「発行年月日」が「実装すべき項目」として要件化されているため、

本帳票を受け取った納税義務者は、おおよその更正の時期がわかり

ます。

　したがって、本項目については、必ず必要な項目ではないと考えら

れるため、「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょう

か。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、「（共通）備考」を「実装すべき項目」として追加し、そこに印

字する整理といたします。

●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

追加検討 ● 土地 物件番号

必

須

【全団体】

　団体から、「物件番号（資産ごとの固有の番号」を印字すること

で、問い合わせ等の際に、システム上の検索が円滑に行うことができ

る等のメリットがあるという意見がきております。

　課税説明上でのメリットがあると考えられるため、本項目を「実装す

べき項目」として追加いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

追加検討 ● 家屋 物件番号

必

須

【全団体】

　団体から、「物件番号（資産ごとの固有の番号」を印字すること

で、問い合わせ等の際に、システム上の検索が円滑に行うことができ

る等のメリットがあるという意見がきております。

　課税説明上でのメリットがあると考えられるため、本項目を「実装す

べき項目」として追加いたしますが、よろしいでしょうか。
●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

5 共通 文書番号 ● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と記載し

た上で、「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき項目」

であっても、団体の選択により以下のどちらも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該当ス

ペースは空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

14 ● 土地 登記情報 氏名又は名

称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本項目が印字されることで、よりわ

かりやすい帳票となることが想定されるが、本項目を不要とする団体も存

在するため、「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょう

か。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、

項目No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

K市は印字しない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

15 ● 土地 登記情報 住所又は所

在地

●

削

除

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人であることが、帳票で確認できれば充分で

あるため、登記名義人の「住所又は所在地」は不要であると考え、本項

目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

20 ● 土地 現況情報 持分割合 ●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目の印字を必要とするのは、共有資産のみであり、枠としては不

要であると考えられます。

　したがって、本項目は「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろし

いでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、

項目No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

共有者全員の持分

割合をすべて印字す

ることになると思う

が、共有者が多数の

場合、印字欄が不

足する事が懸念され

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

多数の共有者がい

る場合は備考欄で

の印字が困難と思わ

れるため、K市では、

共有者氏名表（№

52,52）の利用を

想定しています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

23 ● 家屋 登記情報 氏名又は名

称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本項目が印字されることで、よりわ

かりやすい帳票となることが想定されるが、本項目を不要とする団体も存

在するため、「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょう

か。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、

項目No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

K市は印字しない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

24 ● 家屋 登記情報 住所又は所

在地

●

削

除

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人であることが、帳票で確認できれば充分で

あるため、登記名義人の「住所又は所在地」は不要であると考え、本項

目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

28 ● 家屋 登記情報 現

況情報

種類 用途 ●

必

須

【全団体】

　家屋については、「（登記）種類」は不要であり、「（現況）用途」は

必要とする団体が多いため、項目No.28「種類」を、中分類「現況情

報」小分類「用途」としてよろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

33 ● 家屋 現況情報 持分割合 ●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目の印字を必要とするのは、共有資産のみであり、枠としては不

要であると考えられます。

　したがって、本項目は「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろし

いでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、

項目No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

多数の共有者がい

る場合は備考欄で

の印字が困難と思わ

れるため、K市では、

共有者氏名表（№

52,52）の利用を

想定しています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

事務局意見

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

公課証明書（土地・家屋・償却資産）

WT⑧検討用

04_固定資産税

新規

「76_公課証明書（土地・家屋）」の後段に、「77_公課証明書（償却資産）」の印字項目No.20以降の項目を追加したもの。

※「76_公課証明書（土地・家屋）」と「77_公課証明書（償却資産）」と同様の整理といたします。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

公課証明書（土地・家屋・償却資産）

WT⑧検討用

04_固定資産税

新規

「76_公課証明書（土地・家屋）」の後段に、「77_公課証明書（償却資産）」の印字項目No.20以降の項目を追加したもの。

※「76_公課証明書（土地・家屋）」と「77_公課証明書（償却資産）」と同様の整理といたします。

36 ● 土地 非課税措置

の類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項

目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の対象となる資産を示すことで住民にとって

わかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字する

項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、

項目No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

37 ● 土地 非課税措置

の適用を受け

る地積

（㎡）

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項

目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の適用を受ける地積を示すことで住民にとっ

てわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字す

る項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、

項目No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

38 ● 家屋 非課税措置

の類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項

目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の対象となる資産を示すことで住民にとって

わかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字する

項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、

項目No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

39 ● 家屋 非課税措置

の適用を受け

る床面積

（㎡）

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項

目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の適用を受ける床面積を示すことで住民に

とってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印

字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、

項目No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理といた

します。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

41 ● 土地 固定資産税 相当税額 ●

必

須

【全団体】

　　納税義務者等が本帳票を求める場合は、所有する資産のうち、特

定の資産に係る相当税額の印字を求められることが多いと考えられるた

め、本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。

45 ● 家屋 固定資産税 相当税額 ●

必

須

【全団体】

　　納税義務者等が本帳票を求める場合は、所有する資産のうち、特

定の資産に係る相当税額の印字を求められることが多いと考えられるた

め、本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 「76_公課証明書（土地・家屋）」の検討結果と同様の

対応といたします。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

5 共通 文書番号 ● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と

記載した上で、「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょう

か。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき

項目」であっても、団体の選択により以下のどちらも実現できる想

定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該

当スペースは空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

14 ● 土地 登記情報 氏名又は名

称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本項目が印字されること

で、よりわかりやすい帳票となることが想定されるが、本項目を不要

とする団体も存在するため、「備考欄に印字する項目」といたします

が、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、項目No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字す

る整理といたします。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 4.そ

の

他

備考欄に印字するこ

とは良いと思うが、氏

名のみ印字するだけ

では、請求者にその

氏名が登記名義人

を指しているというこ

とが伝わらない懸念

がある。そのため、

「登記名義人　〇

〇〇〇（氏名）」と

いったように、項目名

の印字も必要と考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

K市は印字しない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 了承いただきましたので反映いたします。

（C市）

御懸念の点については、ベンダが登記名義人〇〇として実

装されるものと想定しております。

15 ● 土地 登記情報 住所又は所

在地

●

削

除

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人であることが、帳票で確認できれば充

分であるため、登記名義人の「住所又は所在地」は不要であると

考え、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

概ね了承いただきましたので反映いたします。

20 ● 土地 現況情報 持分割合 ●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目の印字を必要とするのは、共有資産のみであり、枠として

は不要であると考えられます。

　したがって、本項目は「備考欄に印字する項目」といたしますが、

よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、項目No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字す

る整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

大筋OKですが以下

の懸念、疑問があり

ます。

・共有者全員の持

分割合をすべて印

字することになると思

うが、共有者が多数

の場合、印字欄が

不足しないか。

・「（土地における

資産ごとの）備考」

に印字とあるが、同

一名義で複数土地

を所有する場合、備

考欄に同じ内容が

何度も記載されるこ

とになり煩雑にならな

いか。

・帳票No.51「共有

者氏名表(外部

用)」で代用できない

か。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

多数の共有者がい

る場合は備考欄で

の印字が困難と思わ

れるため、K市では、

共有者氏名表（№

52,52）の利用を

想定しています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK ■事務局方針

概ね了承いただきましたので、本項目は「備考欄に印字」と

して反映いたします。

（E市、K市）

　公課証明書に印字する持分については、証明書の発行

対象者の持分が記載されればよいと考えます。備考欄に

「証明書の発行対象者の持分が印字されること」と追記い

たします。

　証明書の申請者が共有者全員の持分の印字を求める

場合には、ご提案のとおり共有者氏名表をあわせて発行い

ただく想定です。

23 ● 家屋 登記情報 氏名又は名

称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本項目が印字されること

で、よりわかりやすい帳票となることが想定されるが、本項目を不要

とする団体も存在するため、「備考欄に印字する項目」といたします

が、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、項目No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字す

る整理といたします。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 4.そ

の

他

備考欄に印字するこ

とは良いと思うが、氏

名のみ印字するだけ

では、請求者にその

氏名が登記名義人

を指しているというこ

とが伝わらない懸念

がある。そのため、

「登記名義人　〇

〇〇〇（氏名）」と

いったように、項目名

の印字も必要と考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

K市は印字しない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 了承いただきましたので反映いたします。

（C市）

御懸念の点については、ベンダが登記名義人〇〇として実

装されるものと想定しております。

24 ● 家屋 登記情報 住所又は所

在地

●

削

除

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人であることが、帳票で確認できれば充

分であるため、登記名義人の「住所又は所在地」は不要であると

考え、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

概ね了承いただきましたので反映いたします。

28 ● 家屋 登記情報 現

況情報

種類 用途 ●

必

須

【全団体】

　家屋については、「（登記）種類」は不要であり、「（現況）用

途」は必要であると考えられるため、項目No.28「種類」を、中分

類「現況情報」小分類「用途」としてよろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

事務局意見

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

公課証明書（土地・家屋）

WT⑧検討用

04_固定資産税
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04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

公課証明書（土地・家屋）

WT⑧検討用
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33 ● 家屋 現況情報 持分割合 ●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目の印字を必要とするのは、共有資産のみであり、枠として

は不要であると考えられます。

　したがって、本項目は「備考欄に印字する項目」といたしますが、

よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、項目No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字す

る整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

多数の共有者がい

る場合は備考欄で

の印字が困難と思わ

れるため、K市では、

共有者氏名表（№

52,52）の利用を

想定しています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

概ね了承いただきましたので、本項目を「備考欄に印字」と

して要件化します。

（K市）

　公課証明書に印字する持分については、証明書の発行

対象者の持分が記載されればよいと考えます。備考欄に

「証明書の発行対象者の持分が印字されること」と追記い

たします。

　証明書の申請者が共有者全員の持分の印字を求める

場合には、ご提案のとおり共有者氏名表をあわせて発行い

ただく想定です。

36 ● 土地 非課税措置

の類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、

本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の対象となる資産を示すことで住民に

とってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄

に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、項目No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字す

る整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

37 ● 土地 非課税措置

の適用を受け

る地積

（㎡）

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、

本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の適用を受ける地積を示すことで住

民にとってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備

考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、項目No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字す

る整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

38 ● 家屋 非課税措置

の類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、

本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の対象となる資産を示すことで住民に

とってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄

に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、項目No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字す

る整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

39 ● 家屋 非課税措置

の適用を受け

る床面積

（㎡）

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、

本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、非課税措置の適用を受ける床面積を示すことで

住民にとってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は

「備考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場

合は、項目No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字す

る整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

41 ● 土地 固定資産税 相当税額 ●

必

須

【全団体】

　　納税義務者等が本帳票を求める場合は、所有する資産のう

ち、特定の資産に係る相当税額の印字を求められることが多いと

考えられるため、本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろ

しいでしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

45 ● 家屋 固定資産税 相当税額 ●

必

須

【全団体】

　　納税義務者等が本帳票を求める場合は、所有する資産のう

ち、特定の資産に係る相当税額の印字を求められることが多いと

考えられるため、本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろ

しいでしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

5 共通 文書番号 ● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設け

ない」と記載した上で、「実装すべき項目」といたしますが、よ

ろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装

すべき項目」であっても、団体の選択により以下のどちらも実

現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票

上の該当スペースは空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

14 ● 土地 登記情報 氏名又は名

称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本項目が印字され

ることで、よりわかりやすい帳票となることが想定されるが、本

項目を不要とする団体も存在するため、「備考欄に印字す

る項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることと

なった場合は、項目No.23「（土地における資産ごとの）

備考」に印字する整理といたします。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 4.そ

の

他

備考欄に印字するこ

とは良いと思うが、氏

名のみ印字するだけ

では、請求者にその

氏名が登記名義人

を指しているというこ

とが伝わらない懸念

がある。そのため、

「登記名義人　〇

〇〇〇（氏名）」と

いったように、項目名

の印字も必要と考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

K市は印字しない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 了承いただきましたので反映いたします。

（C市）

御懸念の点については、ベンダが登記名義人〇〇として実装されるものと想定し

ております。

15 ● 土地 登記情報 住所又は所

在地

●

削

除

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人であることが、帳票で確認で

きれば充分であるため、登記名義人の「住所又は所在地」

は不要であると考え、本項目は削除いたしますが、よろしい

でしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

概ね了承いただきましたので反映いたします。

21 ● 土地 現況情報 持分割合 ●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目の印字を必要とするのは、共有資産のみであり、

枠としては不要であると考えられます。

　したがって、本項目は「備考欄に印字する項目」といたしま

すが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることと

なった場合は、項目No.23「（土地における資産ごとの）

備考」に印字する整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

共有者全員の持分

割合をすべて印字す

ることになると思う

が、共有者が多数の

場合、印字欄が不

足する事が懸念され

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

多数の共有者がい

る場合は備考欄で

の印字が困難と思わ

れるため、K市では、

共有者氏名表（№

52,52）の利用を

想定しています。

4.そ

の

他

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

■事務局方針

概ね了承いただきましたので、本項目は「備考欄に印字」として反映いたします。

（E市、K市）

　評価証明書に印字する持分については、証明書の発行対象者の持分が記

載されればよいと考えます。備考欄に「証明書の発行対象者の持分が印字され

ること」と追記いたします。

　証明書の申請者が共有者全員の持分の印字を求める場合には、ご提案のと

おり共有者氏名表をあわせて発行いただく想定です。

24 ● 家屋 登記情報 氏名又は名

称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本項目が印字され

ることで、よりわかりやすい帳票となることが想定されるが、本

項目を不要とする団体も存在するため、「備考欄に印字す

る項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることと

なった場合は、項目No.37「（家屋における資産ごとの）

備考」に印字する整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 4.そ

の

他

備考欄に印字するこ

とは良いと思うが、氏

名のみ印字するだけ

では、請求者にその

氏名が登記名義人

を指しているというこ

とが伝わらない懸念

がある。そのため、

「登記名義人　〇

〇〇〇（氏名）」と

いったように、項目名

の印字も必要と考え

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

K市は印字しない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 了承いただきましたので反映いたします。

（C市）

御懸念の点については、ベンダが登記名義人〇〇として実装されるものと想定し

ております。

25 ● 家屋 登記情報 住所又は所

在地

●

削

除

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人であることが、帳票で確認で

きれば充分であるため、登記名義人の「住所又は所在地」

は不要であると考え、本項目は削除いたしますが、よろしい

でしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

概ね了承いただきましたので反映いたします。

30 ● 家屋 登記情報 現

況情報

種類 用途 ●

必

須

【全団体】

　家屋については、「（登記）種類」は不要であり、「（現

況）用途」は必要であると考えられるため、項目No.30

「種類」を、中分類「現況情報」小分類「用途」としてよろし

いでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

事務局意見

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

評価証明書

WT⑧検討用

04_固定資産税
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04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

評価証明書

WT⑧検討用

04_固定資産税
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35 ● 家屋 現況情報 持分割合 ●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目の印字を必要とするのは、共有資産のみであり、

枠としては不要であると考えられます。

　したがって、本項目は「備考欄に印字する項目」といたしま

すが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることと

なった場合は、項目No.37「（家屋における資産ごとの）

備考」に印字する整理といたします。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

多数の共有者がい

る場合は備考欄で

の印字が困難と思わ

れるため、K市では、

共有者氏名表（№

52,52）の利用を

想定しています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ ■事務局方針

概ね了承いただきましたので、本項目を「備考欄に印字」として要件化します。

（K市）

　評価証明書に印字する持分については、証明書の発行対象者の持分が記

載されればよいと考えます。備考欄に「証明書の発行対象者の持分が印字され

ること」と追記いたします。

　証明書の申請者が共有者全員の持分の印字を求める場合には、ご提案のと

おり共有者氏名表をあわせて発行いただく想定です。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

5 共通 文書番号 ● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と記

載した上で、「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき項

目」であっても、団体の選択により以下のどちらも実現できる想定で

す。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該

当スペースは空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

「税務システム標準化検討会

（第1回）事務局提出資料

（令和2年6月15日）P8　標準

仕様書の構成要素（イメージ）

帳票要件　外部帳票レイアウト」

において『原則法令に規定がある

ものや、統一指針があるものを中

心に定義する。」とあるが、当該証

明書は法令による規定はなく、そ

の使用方法についても明確な指

針があるものではないと考える。

更に、昨年10月の全国意見照会

時の補足資料P11において、当

帳票は「実装してもしなくても良い

帳票」と位置付けられている。

以上のことからレイアウト化はすべ

きでなないと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

全体方針として、帳票レイアウトを標準化することにより、帳票のカ

スタマイズ抑制や、複数自治体に資産を保有する市民の混乱を避

けることができると考えます。

13 ● 土地 登記情報 登記名義人

氏名又は名

称

●

削

除

【全団体】

　帳票No.79「課税証明書」とは、WTにおいて「一の納税義務者ご

とに、土地・家屋・償却資産それぞれの合計の課税標準額、固定資

産の合計課税標準額及び税額等が記載されている証明書」として

おり、物件単位で証明するものではないため、物件ごとの情報（P列

「明細」に「●」を記入している項目）は不要であると考えられます。

　物件ごとの情報を印字する項目について、以下から選択してくださ

い。なお、本項目での結論を基に、項目No.14～22、25～35も同

様の取扱いといたします。

①「実装すべき項目」とする。

②印字項目から削除する。

③「備考欄に印字する項目」とする。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

②印字項目

から削除す

る。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

② 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

② 4.そ

の

他

本項目を必

要とする団体

は備考に記

載が良いと思

われる。

①「実装すべき項目」とする。：なし

②印字項目から削除する。：（９団体）C市、D市、K市、（A

市、E市、F市、G市、H市、I市　※諾のみ）

③「備考欄に印字する項目」とする。：（１団体）地方税共同

機構

概ね了承いただきましたので反映いたします。

14 ● 土地 登記情報 登記名義人

住所又は所

在地

●
削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。

●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

15 ● 土地 現況情報 所在地 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

16 ● 土地 登記情報 地目 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

17 ● 土地 現況情報 地目 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

18 ● 土地 現況情報 地積（㎡） ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

19 ● 土地 固定資産税 課税標準額 ●

削

除

本項目は、「実装すべき項目」としておりますが、項目No.13におい

て、物件ごとの情報を印字する項目についての取扱いを検討し、本

項目についても、項目No.13と同様の取扱いといたします。 ●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

事務局意見

地方税共同機構

分

類

詳細ご回答

欄

J市

分

類

詳細ご回答

欄

K市

分

類

詳細ご回答

欄

H市

分

類

詳細ご回答

欄

I市

分

類

詳細ご回答

欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類

詳細ご回答

欄

E市

分

類

詳細ご回答

欄

B市

分

類

詳細ご回答

欄

C市

分

類

詳細ご回答

欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類

詳細ご回答

欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

課税証明書

WT⑧検討用

04_固定資産税
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04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

事務局意見

地方税共同機構

分

類

詳細ご回答

欄

J市

分

類

詳細ご回答

欄

K市

分

類

詳細ご回答

欄

H市

分

類

詳細ご回答

欄

I市

分

類

詳細ご回答

欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類

詳細ご回答

欄

E市

分

類

詳細ご回答

欄

B市

分

類

詳細ご回答

欄

C市

分

類

詳細ご回答

欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類

詳細ご回答

欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

課税証明書

WT⑧検討用

04_固定資産税
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20 ● 土地 都市計画税 課税標準額 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

21 ● 土地 固定資産税 相当税額 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

22 ● 土地 都市計画税 相当税額 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

25 ● 家屋 登記情報 登記名義人

氏名又は名

称

●
削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。

●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

26 ● 家屋 登記情報 登記名義人

住所又は所

在地

●
削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。

●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

27 ● 家屋 現況情報 所在地 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

28 ● 家屋 家屋番号 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

29 ● 家屋 登記情報 構造 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

30 ● 家屋 現況情報 種類 用途 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

31 ● 家屋 現況情報 床面積

（㎡）

● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

32 ● 家屋 固定資産税 課税標準額 ●

削

除

本項目は、「実装すべき項目」としておりますが、項目No.13におい

て、物件ごとの情報を印字する項目についての取扱いを検討し、本

項目についても、項目No.13と同様の取扱いといたします。 ●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

33 ● 家屋 都市計画税 課税標準額 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

34 ● 家屋 固定資産税 相当税額 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

35 ● 家屋 都市計画税 相当税額 ● 削

除

項目No.13と同様の取扱いといたします。
●

本項目は、項目No.13と同様の取扱いとして削除いたします。

39 償却資産 固定資産税 配分資産の

税額の仮算

定後の徴収

税額

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目の印字を必要とする機会は少ないと考えられ、本項目につ

いては、「備考欄に印字する項目」又は削除とする方針です。

　貴団体の意見を教えてください。

①備考欄に印字する。

②削除する。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目「（共通）備考」を追加し、そこに印字する整理といたしま

す。

● ●

4.そ

の

他

当該項目は

現在印字し

ておらず、印

字しないこと

による不都合

もないため、

「①削除す

る」方針で問

題ないと考え

ています。

4.そ

の

他

② 4.そ

の

他

② 1.

諾

（

大

筋

OK

）

②削除する 1.

諾

（

大

筋

OK

）

・「配分資産の仮算定税額」の情

報については、配分機関から申告

者に通知される課税標準額など、

本帳票以外の確認手段があること

・当市では証明書として「配分資産

の仮算定税額」の記載を必要とす

る場面に直面したことがなく、必要

性が分からないこと

以上の理由から、②削除する。でよ

ろしいかと思います。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

② 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

②削除する

課税に関する

証明書なの

で徴収に関

する情報は

記載しない方

がよい。

② 4.そ

の

他

本項目を必

要とする団体

は備考に記

載が良いと思

われる。

■回答集約

①備考欄に印字する。：（１団体）地方税共同機構

②削除する。：（８団体）A市、C市、D市、E市、F市、G市、J

市、K市

H市、I市　※諾のみのためご意見不明。

■事務局方針

ご意見を踏まえて、本項目を削除といたします。

（H市、I市）

（ご回答が無かったため）上記方針で問題ないか確認させてくださ

い。

41 資産計 固定資産税 算出税額 ●

必

須

【全団体】

　残課題WTにおいて、「算出税額」を「（区分所有家屋か否かに

限らず）税額の減額措置及び減免措置の適用前の税額」とするこ

とといたしました。

　項目No.44「軽減税額」、項目No.45「減免税額」及び項目

No.46「年税額」と併せて印字することで、納税者にとってわかりやす

い帳票になると考えられるため、本項目を「実装すべき項目」といたし

ますが、よろしいでしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

4 共通 証明時点の

年月日

● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と記載した上で、

「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき項目」であっても、

団体の選択により以下のどちらも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該当スペースは空

白となります。）
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

「税務システム標準化検討会（第1回）事務

局提出資料（令和2年6月15日）P8　標準

仕様書の構成要素（イメージ）帳票要件　外

部帳票レイアウト」　において『原則法令に規定が

あるものや、統一指針があるものを中心に定義す

る。」とあるが、当該証明書は法令による規定は

なく、その使用方法についても明確な指針がある

ものではないと考える。

更に、昨年10月の全国意見照会時の補足資

料P11において、当帳票は「実装してもしなくても

良い帳票」と位置付けられている。

以上のことからレイアウト化はすべきでなないと考

える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

全体方針として、帳票レイアウトを標準化することにより、帳

票のカスタマイズ抑制や、複数自治体に資産を保有する市

民の混乱を避けることができると考えます。

5 共通 文書番号 ● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と記載した上で、

「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき項目」であっても、

団体の選択により以下のどちらも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該当スペースは空

白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

14 ● 土地 登記情報 氏名又は名

称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本項目が印字されることで、よりわかりやすい

帳票となることが想定されるが、本項目を不要とする団体も存在するため、「備考

欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、項目

No.22「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理といたします。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

備考欄に印字するこ

とは良いと思うが、氏

名のみ印字するだけ

では、請求者にその

氏名が登記名義人

を指しているというこ

とが伝わらない懸念

がある。そのため、

「登記名義人　〇

〇〇〇（氏名）」と

いったように、項目名

の印字も必要と考え

る。

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

都において、この資産証明書は現在の「物件証

明書」として想定しており、この場合、登記情報

のみを掲載することで、納税義務者以外の第三

者であっても当該証明書を取得することができる

が、登記情報以外の項目（納税義務者情報、

現況等の状況）を掲載してしまうと、納税者以

外の第三者が取得できなくなり、住民サービスの

低下につながるため。（全国照会時意見提出

済）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

K市は印字しない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

登記情報のみを記載した証明書については、「91_土地・

家屋証明書」をご利用いただく想定です。

15 ● 土地 登記情報 住所又は所

在地

●

削

除

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人であることが、帳票で確認できれば充分であるため、

登記名義人の「住所又は所在地」は不要であると考え、本項目は削除いたします

が、よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

№14と同様 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

概ね了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

登記情報のみを記載した証明書については、「91_土地・

家屋証明書」をご利用いただく想定です。

21 ● 土地 現況情報 評価額 ●

必

須

【全団体】

　本帳票は、「資産の区分ごとに、それらの合計の評価額等が記載されている」とし

て要件化されております。

　しかしながら、資産ごとの評価額も印字することで、納税者にとってわかりやすい帳

票になると考えられるため、本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいで

しょうか。

● ●

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

資産証明書は主に所有者の確認用の証

明書であり、評価を証明する証明書として

は評価証明書が既にあります。評価証明

書との違いがなくなることから、評価額は

「実装してもしなくても良い項目」のままで

いいと考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

№14と同様 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ （A市）

本帳票は合計額を記載していることから、評価証明書と印

字項目が異なります。したがって、両証明書の運用は各自

治体で判断していただき、併存しても差支えないと考えてお

ります。

23 ● 家屋 登記情報 氏名又は名

称

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人の場合、本項目が印字されることで、よりわかりやすい

帳票となることが想定されるが、本項目を不要とする団体も存在するため、「備考

欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合は、項目

No.35「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理といたします。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

備考欄に印字するこ

とは良いと思うが、氏

名のみ印字するだけ

では、請求者にその

氏名が登記名義人

を指しているというこ

とが伝わらない懸念

がある。そのため、

「登記名義人　〇

〇〇〇（氏名）」と

いったように、項目名

の印字も必要と考え

る。

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

№14と同様 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

K市は印字しない 1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

登記情報のみを記載した証明書については、「91_土地・

家屋証明書」をご利用いただく想定です。

24 ● 家屋 登記情報 住所又は所

在地

●

削

除

【全団体】

　納税義務者≠登記名義人であることが、帳票で確認できれば充分であるため、

登記名義人の「住所又は所在地」は不要であると考え、本項目は削除いたします

が、よろしいでしょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

№14と同様 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

概ね了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

登記情報のみを記載した証明書については、「91_土地・

家屋証明書」をご利用いただく想定です。

34 ● 家屋 現況情報 評価額 ●

必

須

【全団体】

　本帳票は、「資産の区分ごとに、それらの合計の評価額等が記載されている」とし

て要件化されております。

　しかしながら、資産ごとの評価額も印字することで、納税者にとってわかりやすい帳

票になると考えられるため、本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいで

しょうか。
● ●

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

資産証明書は主に所有者の確認用の証

明書であり、評価を証明する証明書として

は評価証明書が既にあります。評価証明

書との違いがなくなることから、評価額は

「実装してもしなくても良い項目」のままで

いいと考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

№14と同様 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ （A市）

本帳票は合計額を記載していることから、評価証明書と印

字項目が異なります。したがって、両証明書の運用は各自

治体で判断していただき、併存しても差支えないと考えてお

ります。

追加検討① ● 家屋 現況情報 用途 ●

必

須

【全団体】

　「（現況）用途」を必要とする団体が多いため、印字項目『中分類「現況情報」

小分類「用途」』を追加してよろしいでしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

資産証明書を発行

していないので提出

先や提出先での目

的がわからないので

保留としました。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

№14と同様 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

登記情報のみを記載した証明書については、「91_土地・

家屋証明書」をご利用いただく想定です。

事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

資産証明書

WT⑧検討用

04_固定資産税 ※資産証明書については、資産毎の明細があるものと明細がないものがあり、それぞれ使用している団体が存在します。そこで、事務局にて「明細があるパ

80 ※本シートには、「明細があるパターン」の印字項目を記載しています。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

5 共通 文書番号 ● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみ

を設けて欄を設けない」と記載した上で、

「実装すべき項目」といたしますが、よろし

いでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」と

することで、「実装すべき項目」であって

も、団体の選択により以下のどちらも実現

できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字す

る。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできませ

ん。（ただし、帳票上の該当スペースは

空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

「税務システム標準化検討会（第1

回）事務局提出資料（令和2年6

月15日）P8　標準仕様書の構成

要素（イメージ）帳票要件　外部

帳票レイアウト」　において『原則法令

に規定があるものや、統一指針があ

るものを中心に定義する。」とあるが、

当該証明書は法令による規定はな

く、その使用方法についても明確な指

針があるものではないと考える。

以上のことからレイアウト化はすべきで

ないと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

全体方針として、帳票レイアウトを標準化することにより、

帳票のカスタマイズ抑制や、複数自治体に資産を保有する

市民の混乱を避けることができると考えます。

事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

A市

分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

No 備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 小分類

対

応

方

理由・統合先の項目等

無資産証明書

WT⑧検討用

04_固定資産税

81



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

5 共通 文書番号 ● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を

設けない」と記載した上で、「実装すべき項目」といたし

ますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実

装すべき項目」であっても、団体の選択により以下のどち

らも実現できる想定です。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、

帳票上の該当スペースは空白となります。）

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

「税務システム標準化検討会（第1回）事

務局提出資料（令和2年6月15日）P8

標準仕様書の構成要素（イメージ）帳票要

件　外部帳票レイアウト」　において『原則法

令に規定があるものや、統一指針があるものを

中心に定義する。」とあるが、当該証明書は法

令による規定はなく、その使用方法についても

明確な指針があるものではないと考える。

更に、昨年10月の全国意見照会時の補足

資料P11において、当帳票は「実装すべき帳

票」と位置付けられていない。

以上のことからレイアウト化はすべきでなないと

考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

（G市）

全体方針として、帳票レイアウトを標準化することにより、帳

票のカスタマイズ抑制や、複数自治体に資産を保有する市

民の混乱を避けることができると考えます。

14 ● 現況情報 建築年月日 ● 建築年だけの

記載でも可と

する。 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目は、当該家屋が滅失した旨を証明するもので

あるため、建築年月日は必ずしも必要でないと考えられ

る。

　しかしながら、当該家屋の特定のための情報として「建

築年月日」の印字が必要になる場合も考えられるた

め、本項目は「備考欄に印字する項目」といたします

が、よろしいでしょうか。

● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

理由にあるとおり、必

要ではないと思われ

ます。備考対応で十

分です。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 了承いただきましたので反映いたします。

追加① ● 現況情報 用途 ●

必

須

【全団体】

　「（現況）用途」を必要とする団体が多いため、印字

項目『中分類「現況情報」小分類「用途」』を追加して

よろしいでしょうか。 ● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

事務局意見

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

A市

分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

No 備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 小分類

対

応

方

理由・統合先の項目等

滅失証明書

WT⑧検討用

04_固定資産税
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04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

15 資産計 固定資産税 減免前の年

税額

● 【全団体】

　本項目について、貴団体の意見を選択

してください。

①「実装すべき項目」とする。

②「備考欄に印字する項目」とする。

③削除する。

● ●

4.そ

の

他

①「実装すべき項

目」を希望します。

本来の課税額が一

目で確認できれば、

納税者の利便性・

視認性が高くなり、

不必要な問い合わ

せを回避できます。

4.そ

の

他

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

①

減免決定通知書な

ので、減免前の税

額、減免税額、減

免後の税額が必

要。

①「実装すべき項

目」とする。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 4.そ

の

他

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

① 1.

諾

（

大

筋

OK

）

① ① 4.そ

の

他

本項目を必要とする

団体は備考に記載

が良いと思われる。

■回答集約

①「実装すべき項目」とする。：（９団体）A市、C市、D市、E市、F

市、G市、I市、J市、K市

②「備考欄に印字する項目」とする。：（１団体）地方税共同機構

③削除する。：なし

H市　※諾のみのため不明

■事務局方針

ご意見を踏まえて、本項目を実装すべき項目といたします。

17 資産計 固定資産税 減免後の年

税額

● 項目No.15と同様の取扱いといたしま

す。
●

項目No.15と同様の取扱いといたします。

追加検討① ● 償却資産 固定資産税 評価額

必

須

全団体】

本帳票に償却資産の評価額、減免類型

等の項目がなかったため、本項目を「実装

すべき項目」追加いたしますが、よろしいで

しょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

概ね問題ない。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（J市）

「2.否（考えが異なる）」とする理由を確認させてください。

追加検討② ● 償却資産 固定資産税 減免措置の

類型

必

須

全団体】

本帳票に償却資産の評価額、減免類型

等の項目がなかったため、本項目を「実装

すべき項目」追加いたしますが、よろしいで

しょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

概ね問題ない。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（J市）

「2.否（考えが異なる）」とする理由を確認させてください。

追加検討③ ● 償却資産 固定資産税 減免措置の

開始期又は

開始日
必

須

全団体】

本帳票に償却資産の評価額、減免類型

等の項目がなかったため、本項目を「実装

すべき項目」追加いたしますが、よろしいで

しょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

概ね問題ない。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 概ね了承いただきましたので反映いたします。

（J市）

「2.否（考えが異なる）」とする理由を確認させてください。

追加検討④ ● 償却資産 固定資産税 減免措置に

よる減免税

額

必

須

全団体】

本帳票に償却資産の評価額、減免類型

等の項目がなかったため、本項目を「実装

すべき項目」追加いたしますが、よろしいで

しょうか。
● ●

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

概ね問題ない。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 了承いただきましたので反映いたします。

事務局意見

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

W

T

対

象

構

成

員

回

No

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

減免決定通知書

WT⑧検討用

04_固定資産税
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